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３．教育、学びへの取り組みについて  
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掲載内容について  

「３．教育、学びへの取り組みについて」では、令和２年度の教育委員会の取り組みにおける重点目標等

を示した「令和２年度河内長野市教育推進プラン」に基づき、実施した事業や取り組み等について、その内

容や成果、事業等の実績、今後の課題や次年度以降の取り組みについて、自己点検及び評価を下記のとおり

掲載しています。 

 

 掲 載 例  

令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標１ 確かな学力の定着                  担当：教育指導課 

子どもたちにとって、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力・・・ 

・・・学校が社会と共有・連携しながら適切な教育課程を編成し、創意工夫を生かした特色ある教育

活動を実施する。 

【主な取組み内容】 

１．言語活動の充実 

 児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、・・・ 

・・・ 

 

 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 
妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ 

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 言語活動の充実に係る校内研修の推進や1人1台学習者用端末を効果的に活用した授業づくり

の推進に ・・・ 

各事業の実績等 

１．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長を

図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 国語力向上事業 ・・・・ 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 全国学力・学習状況調査の結果を各校がホームページ上で公表し、家庭・地域に対して、各校

の学力に対する課題を・・・ 

令和２年度の教育推進プラン(教育におけ

る年度計画)を記載しています。 

教育の重点の「取組内容」に基づき、各課・

館が取り組んだ内容や成果を記載していま

す。 

また、主に各学校・幼稚園で取り組まれた

事業については、「学校園での取り組みにつ

いて」として掲載しています。 

「取組内容」に関する事業の実績について、

市の決算成果報告書から引用しています。 

【評価基準】 

妥当性 

 Ａ：重点目標達成のため手段として必要で、他の重点目標達成にも大きく貢献する手段と

なり、内容も適正。 

 Ｂ：重点目標達成のため手段として必要で、内容も適正。 

 Ｃ：手段として必要だが、内容検討の余地あり。 

 Ｄ：手段として必要性が乏しい、または内容を大幅改善する必要あり。 

効率性 

 Ａ：少ない経費で効率良く、想定を大きく超えた成果をあげており、費用対効果が高い。 

 Ｂ：少ない経費で効率良く成果をあげており、費用対効果が高い。 

 Ｃ：経費の削減に関して検討余地がある、または同経費でも成果の向上が期待可能。 

 Ｄ：経費に対する成果が少なく、実施手法の改善を要する。 

有効性 

 Ａ：予定の事業内容の想定を大きく超えた、結果を残すことができた。 

 Ｂ：予定の事業内容どおり、結果を残すことができた。 

 Ｃ：概ね予定内容を達成できたが、検討の余地あり。 

 Ｄ：当初予定の事業内容と結果に相違があり、改善を要する 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標１ 確かな学力の定着               担当：教育指導課 

子どもたちにとって、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力等の育

成を図るとともに、予測できない変化に主体的に向き合い、自らの可能性を発揮しようとする態度を

養うことが重要となります。これらに加えて、学びを人生や社会に生かそうとする学びに向かう力や

人間性を確立していくことが確かな学力の定着といえます。その際、各教科等の特質を踏まえ、「言

語能力の育成」を図る等、主体的・対話的で深い学びの実現に向けて、指導方法の工夫改善を実施し、

全小中学校が一体となった取組みを実施していくことが必要です。一方で、社会や世界の状況を幅広

く視野に入れ、地域や学校、児童・生徒の実態等を十分考慮し、学校の教育目標を設定、社会と共有

するとともに、設定した目標の実現をめざして、学校が社会と共有・連携しながら適切な教育課程を

編成し、創意工夫を生かした特色ある教育活動を実施します。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．言語能力の育成の充実 

児童生徒が、基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ、課題を解決し、未知の状況にも

対応できる思考力・判断力・表現力等の育成を図るとともに、学びを人生や社会に生かそうとする

学びに向かう力や人間性を育みます。 

また、児童生徒が目的や意図に応じて文章の内容を的確に読み取る読解力や、場面や状況に応じ

て考えを伝え合う表現力など、主体的・対話的で深い学びの実現をめざします。 

  特に、国語力の向上をめざし、各校において国語科を中心とした研究授業を実施し、自分の考え

を伝え合う授業づくりへの取組みを推進します。 

【事業名：国語力向上事業】 

 

２．教員の授業力向上  

    新学習指導要領を見据え、フロンティアスクール(※)の指定、学力向上担当者を中心とした授業

改善や授業づくりを進めるとともに、評価に関する教職員研修の充実を図ります。 

  また、子ども教育支援センターによる校内研修や、研究授業等の指導助言を積極的に行います。 

【事業名：フロンティアスクール事業、教職員研修事業、子ども教育支援センター事業】 

 

３．「わかる授業」と「学び合う学習集団づくり」の推進 

   小中一貫した「授業スタンダード」を確立し、ユニバーサルデザインの観点を踏まえたわかる授

業づくり（授業の構造化、ＩＣＴ機器を有効活用した教材の視覚化など）に取り組みます。 

   また、児童生徒が、授業の中で意見を出し合い考え議論する場面を取り入れ、ともに学び合う学

習集団づくりの取組みを進めます。 

【事業名：情報教育推進事業】 

         

※ フロンティアスクール：先進的な教育の研究に取り組む学校 

 

 

令和２年度の重点目標評価 
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 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 言語活動の充実に係る校内研修の推進や1人1台学習者用端末を効果的に活用した授業づくりの

推進に向け、学力向上担当者会及び ICT 活用担当者会を開催し、教員研修を実施した。 

□ 学習指導要領の柱である「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、学力向上担当者研修（研

究授業・討議会等）を実施した。 

□ 市内全校において、これまでの全国学力・学習状況調査の結果に基づく学力向上推進計画書の作

成を推進し、計画書に沿って組織的に学力向上に取り組んだ。また、家庭学習の手引等を作成・配

布し、家庭学習の定着を図る取組みを進めた学校が増加した。 

□ 同一中学校区内の小中学校間で、連携を深め、中学校からは英語の乗り入れ授業を行うことによ

り、小中学校の教員が、児童・生徒それぞれに対する理解を深めたことで、効果的な教科指導法や

学習規律の確立を進めることができた。 

□ 各校の課題に応じて、全教科にわたり、複数の情報を関連付けて答えを導き出す課題に取組ませ

たり、目的に応じて自分の考えを書く場面を設定し説明する活動を工夫しながら積極的に取り入れ

たりし、主体的・対話的で深い学びのある授業の実現を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度の全国学力・学習状況調査は、新型コロナウィルス感染症の拡大状況や休校の影響を考

慮し中止となったため平成 31年度（令和元年度）が最新のデータ 

 

各事業の実績等 

１．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長を図

る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 国語力向上事業 

朝読書の取組等により読書週間 

の定着を図るとともに、各教科に 

おける学校図書館の積極的な活用 

を推進した。 

② 情報教育推進事業 

H31 年度 全国学力・学習状況調査結果より（小学校） 

小学校 
正答率 

河内 
長野 

対府 
差 

対国 
差 

府 
公立 

全国 
公立 

国語 66.1 5.8 2.3 60.3 63.8 

算数 68.3 1.9 1.7 66.4 66.6 

平均 
正答率 

67.2 3.8 2.0 63.4 65.2 

 

H31 年度 全国学力・学習状況調査結果より（中学校） 

中学校 
正答率 

河内 
長野 

対府 
差 

対国 
差 

府 
公立 

全国 
公立 

国語 71.0 1.0 -1.8 70.0 72.8 

数学 60.1 1.8 0.3 58.3 59.8 

平均  
正答率 

65.6 1.4 －0.7 64.2 66.3 

英語 56.0 0 0 56.0 56.0 
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教員が使用する教育研究用パソコンを各校に設置し、ICT 教育をはじめ、授業や教材づくり

等に活用した。 

２．教職員事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

教職員の資質向上への取組みにより、家庭と地域に信頼される学校園をつくる。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 教職員研修事業 

(ⅰ) 市教委主催研修 

初任者研修、2年経験者研修、5年経験者研修、10 年経験者研修、フレッシュ研修（経験

年数の浅い講師）、教育課題研修（教頭候補者向け）、スクールリーダー研修（校長・教頭候

補者向け）、管理職研修、生徒指導研修、道徳教育研修、人権教育研修、授業づくり研修、

学力向上研修、習熟度別指導研修、英語教育研修、評価研修、支援教育研修、事務職員研修、

保幼小研修、危機管理研修、情報教育推進研修、学校保健研修を実施した。 

 

(ⅱ) 河内長野市教育フォーラム’20 

     １人１台学習者用端末等のハード面が整備されるにあたり、教職員がこれらの機器を効果

的に活用し、主体的・対話的で深い学びを実現していく必要がある。また、新型コロナウ

ィルス感染症の蔓延・拡大といった万が一の場合に備えたオンライン授業の在り方につい

ても、その意義と手法を学ぶ機会とするため、オンデマンド形式で開催した。 

       テーマ：「学びを止めない」～これからの教育・学校の役割～ 

配信期間 令和２年９月 11 日～令和２年 10月 30 日 

 

(ⅲ) 教職員研修事業等への助成 

市全体の教職員で教科及び教科外に分かれて教育の充実に取り組む組織である「河内長野

市教育研究会」の活動へ助成（2,900,000 円）を行った。 

 

② フロンティアスクール事業 

新しい教育諸課題に対応するため、指導内容の組み立ての工夫や多様な指導方法の導入によ

る個に応じた教育の推進充実に努めるとともに、新しい教育課程の編成について研究・実践に

取り組んだ小・中学校の研究に対して助成を行った。（1小中学校区：90,000 円） 

 

３．子ども教育支援センター事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

教育相談センター・教育メディアセンター・教育研修センター・教科書センターの機能を活用

し、教育に関する調査・研究及び研修、教育情報の提供並びに教育相談等を実施することにより、

教育の振興発展を図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

教育研修センター職員が学校や教職員の指導助言（86 回 各学校への派遣分を含む）にあた

った。 
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授業におけるインターネット、コンピュータ活用の推進を図るため、情報教育の支援員（学校

の機器操作法の研修や支援、トラブル対応などを行う）を市内全小中学校に派遣（各学校：延

614 回 ）した。また、外国との交流等 TV 会議を実施（年間：43回）、市内小学校へのプログラ

ミング出前授業を実施（延べ：36学級）した。 

 

４．学校での取組みについて 

・ 各学校において学力向上推進計画に基づき、授業研究や研究討議会、講演会を実施し、学力課題

の成果と課題の検証に取り組んだ。 

・ 言語活動の充実を小中一貫教育における重点の１つとして掲げ、９年間の学びの中で言語活動に

関する学力向上に向けた取組みを推進した。 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 全国学力・学習状況調査の結果を各校がホームページ上で公表し、家庭・地域に対して、各校の

学力に対する課題を明示する。また、学力向上推進計画に、より具体的な改善策を盛り込み、PDCA

サイクルに基づいた取組みを進めていく。 

 小中一貫教育の推進課題の一つとして学力向上を掲げ、各中学校区が９年間にわたる学力向上の

取組み充実に向け、授業実践を推進する。 

□ 一人ひとりの児童生徒の課題を踏まえた学習者主体の授業や 1 人１台学習者用端末を効果的に

活用した授業、主体的・対話的で深い学びのある授業の実現に向けて、市内教職員と河内長野市子

ども教育支援センター、市教育委員会で検討・交流し、先進的な取組みについて研究を進め市内へ

広める。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標２ 豊かな情操と道徳心の定着 担当：教育指導課 

子どもたちを取り巻く社会が変化し、家庭の教育力が低下していると言われている昨今、子どもたち

が、生命を大切にする心や他人を思いやる心、善悪の判断などの規範意識等の道徳性を育んでいくこと

は、とても重要な課題となっています。 

そのため、学校では心に響く道徳教育のさらなる充実を図り、家庭と地域が一体となって子どもたち

の豊かな情操と道徳心の定着に向けて取り組むことが必要です。 

「道徳科」を要として全ての教育活動の中で、人・社会・自然と関わる直接的な体験活動などを重視

し、人を思いやる心やより良い人間関係づくり、規範意識の醸成に、学校と家庭・地域が一体となる取

組みを進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．学校・家庭・地域が一体となった道徳教育の充実 

  人や社会、自然と関わる直接的な体験を通じて、児童生徒が思いやりの心、よりよい人間関係、自

己肯定感、規範意識等を醸成することができるよう、学校・家庭・地域のつながりの中で道徳教育を

推進します。 

    

２．道徳科の授業の充実 

  道徳教育推進教師を中心に、児童生徒が道徳的価値を自分事とし、多面的・多角的に考えたり、議

論したりすることにより、自己や人間としての生き方について考えを深める学習を行えるような指導

方法（問題解決的な学習や体験的な学習を取り入れた指導等）や「考え議論する道徳」への授業づく

りの研究を学校全体で組織的に進め、年間３５時間の「道徳科」の充実を図ります。 

  また、道徳の教科化に伴い、全体計画や年間指導計画の見直しを図るとともに、一人ひとりの成長

を認め励ます個人内評価のあり方についての研修をより一層進めます。 

【事業名：教職員研修事業】 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 全市立小中学校では教科書を使用しながら、授業実践、研究・公開授業を実施し、指導方法の工夫

など道徳の時間の充実を図ることができた。 

□ 各校において、道徳教育推進教師を中心に、考え議論する道徳の時間の充実が図られるよう多様で

効果的な指導方法と教材の研修を進めた。 

各事業の実績等 

１．学校での取組みについて 

・ 道徳の教科書を中心に、市費で購入した道徳教材副読本、府・国からの配付資料等も活用した研究・

公開授業を全小中学校で実施した。 

・ 道徳教育推進教師を中心に、校内の教職員に対し、府・市の道徳教育推進教師連絡会での研究会成

果を広めた。 
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今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 道徳教育推進教師を中心として、各学校及び中学校区で道徳教育を充実させる体制を構築し、多様

な指導方法の研究や研修により一層取り組む。また、継続して中学校区ごとに道徳研究授業の実施を

設定することで９年間を通じた道徳教育活動となるよう進めていく。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標３ 健やかな身体づくりの充実            担当：教育指導課 

社会生活全体が便利になり、生活する上で高い運動技能や多くの運動量が必要ではなくなると

ともに、子どもたちの外遊びの機会や場所も失われつつあります。また、パソコンやスマートフ

ォン等の普及が、子どもたちの生活習慣にも大きな影響を及ぼし始めています。一方、習い事等

で専門的な運動技術を伸長させる子どもも増えており、子どもの体力の二極化が進んでいます。 

 そのため、学校では、児童生徒に積極的に体を動かす意識を持たせるとともに、体育・保健体

育の授業、特別活動、総合的な学習の時間、運動部活動など学校教育全体で体力の向上に取り組

みます。 

 また、休み時間や学校行事等の機会を活用して全校で体を動かす時間を設定する等、各校の教

育課程に体力向上の取り組みを位置付けることにより、児童生徒がより運動することを楽しみ、

体力の向上に取り組めるようにします。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．子どもたちの体力向上への取組み 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果を活用し、児童生徒の体力や運動能力等の結果を

分析の上、経年比較を行い、運動やスポーツの「楽しさ」を実感できる授業づくりに取り組む

だけでなく、保護者や地域と連携して、運動機会の確保や生活習慣等の改善を図る体制を整え

ます。さらに、市全体の分析をふまえ、各校で自校のデータを分析の上、「体力向上推進計画」

を策定し、児童生徒の体力向上を図ります。 

【事業名：学校保健管理事業(小)、学校保健管理事業(中)】 

 

２．中学校 運動部活動について 

生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等に資

するものであり、学校教育の一環として、教育課程との関連を図っていきます。その際、本市

部活動ガイドラインに則り、地域や学校の実態に応じ、地域の人々の協力、各種団体との連携

など、運営上の工夫を行っていきます。 

【事業名：クラブ活動充実事業、生徒・進路指導充実事業】 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 全校に対して、体力向上実施計画書の作成に取組み、新型コロナウイルス感染症防止対策の

徹底を図りながら、体育の授業改善および年間を通じた体力の向上を推進した。また、校外の

体育に関する行事が、新型コロナウイルス感染症防止対策によって軒並み中止となったため、

家庭での運動習慣の定着を図ることを各校へ助言を行った。 

□ 運動部活動の活性化を図るため、外部指導者（部活動のコーチ等として技術的な指導を行う）

と部活動指導員（技術指導や大会への引率等を行うことを職務とする）を市内４中学校に引き
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続き配置した。 

 

各事業の実績等 

１．学校保健管理事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

小中学校における児童・生徒の健康の保持増進を図る。 

 

(2)令和２年度の実績 

① 学校保健管理事業(小)(中) 

学校保健安全法に基づき、市立小中学校の児童生徒を対象に、健康診断を委託実施した。

その結果に基づき、受診勧告をする等適切な保健指導を行った。また、各学校における健

康管理指導資料としての活用も図った。 

 

２．学校での取組みについて 

(1) 児童生徒の体力向上 

□体つくり運動 

□運動教具を用いた体育授業の充実 

□一輪車、竹馬の取り組み 

□補助教具を活用したなわとび、鉄棒の指導と取り組み 

□運動会に向けたダンスや徒競走、団体競技の練習 

□体育の授業でのラダートレーニング導入 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 各小中学校で作成された体力向上実施計画書の進捗状況の把握に努めるとともに、体力・運

動能力等調査の結果を継続して分析し、子どもが運動に親しみ、達成感や成就感を持つことが

できるよう、授業改善と効果的な体力向上の取組みを実施していく。 

 体育の授業において、新型コロナウイルス感染症防止対策の徹底を図るとともに、準備運動

や補強運動を継続的に取組むことや ICT 機器を有効活用したり、グループ学習を取り入れたり

して、児童生徒が、わかる・できる楽しさに触れられるよう授業改善を進める。 

□ 始業前や休み時間等を活用して全校で体を動かす時間や場を設定していく。また、校外での

体力向上行事に積極的に参加できるよう各校の教育課程に融合することにより、児童生徒がよ

り運動に親しみ、体力の向上に取り組めるようにする。 

□ 小規模化する中学校の部活動について、地域人材の活用や中学校間の合同部活動の実施等、

新たな取り組みによって、生徒にとって魅力的な部活動のあり方を研究していく。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標４ 人権尊重の精神の涵養 担当：教育指導課 

人権教育は、教育活動全体を通して進めていくべきものであり、人権尊重の観点に立った環境の整備

に努めることが重要です。しかし、社会の変化に伴い、いじめや暴力、虐待や貧困等、子どもの人権に

関わる問題は後を絶たない状況にあります。子どもの人権が尊重され、子どもたちが互いの違いを認め

合える学校文化を実現するためには、学校が子どもにとって安心できる居場所となることが不可欠で

す。 

そのため、河内長野市人権教育基本方針および河内長野市同和教育基本方針に基づいて、教職員が人

権問題に関する正しい理解を深め、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決をめざした教育を推

進します。 

また、河内長野市いじめ防止基本方針に基づいて、人権侵害事象が起きることのないよう集団づくり

に取り組み、人権学習を推進するとともに、命にかかわる重大な人権侵害事象であるいじめを防止する

取組みを進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．基本的人権の享有を保障する教育の推進（小中一貫した人権教育カリキュラムの充実） 

  平成２８年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、６月に「本邦外出身者に

対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」、１２月に「部落差別の解消の推

進に関する法律」が施行されたことを受け、人権教育カリキュラムのより一層の充実を図ります。 

  また、小中一貫した人権教育カリキュラムによる授業を実施し、人権及び人権問題に関する児童生

徒の正しい理解を深め、部落問題学習をはじめとする様々な人権問題の解決をめざす教育を進めま

す。また、大阪府教育庁作成の人権教育資料等を活用し、児童生徒の実態を踏まえ、発達段階に応じ

た人権教育の充実を図ります。 

  【事業名：人権教育推進事業】 

 

２．学校が安心できる居場所となる集団づくり 

  学校が、子どもの人権が尊重され安心して学習できる居場所となるよう、人権に関する様々な学習

を推進するとともに、命にかかわる重大な人権侵害事象であるいじめの未然防止に取り組みます。 

  「いじめ防止基本方針」に基づき、早期発見・対応に努め、いじめ対応プログラムを活用し、子ど

も同士のつながりを深め、互いの違いを認め合える集団づくりに取り組みます。また、いじめ防止対

策審議会において、いじめ防止の取り組みについて審議を行うとともに、いじめの根絶に向けた各校

での取り組みの充実を図ります。 

  さらに、相談員の効果的な活用を行い、学校にうまくなじめない不適応児童生徒への早期対応とし

て、不登校等指導員を配置し、不登校児童生徒の減少をめざします。 

  【事業名：相談員等派遣・配置事業、教育相談センター事業】 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 
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□ 人権教育における小中一貫つながりアップ・カリキュラムのもと、大阪府教育庁作成の教材・資料

等を活用して児童生徒の実態および発達段階に即した授業を実施するとともに、各中学校区で小中合

同研究授業を実施し、人権および人権問題に関する児童生徒の正しい理解を深め、様々な人権問題の

解決をめざす教育を進めた。 

□ 市人権教育研究会と連携して、様々な研究会への参加を促すことにより、同和問題をはじめとする

人権教育の重要性に対する意識と人権感覚を高めた。 

□ 大阪府教育庁作成の教材・資料の授業等における活用について周知し、活用の促進に取り組んだ。

また、各校での特別活動や道徳等におけるいじめ防止の授業等を推進し、いじめのない学級づくりに

取組み、児童生徒が安心できる学校・学級づくりを進めた。 

□ 各校の「いじめ防止基本方針」を中心とした取組みを推進するよう指示し、特に、児童生徒へのい

じめの有無を問うアンケート等の実施を指導した。その成果として、教員によるいじめの早期発見・

早期対応が進んだ。 

□ 学校にうまくなじめない児童生徒への対応として、ハートフルアシスタントの学校配置、不登校等

指導員、市費によるスクールカウンセラーを配置した。 

□ 不登校担当者会議を開催し、各校における実践と好事例を交流し、教員の指導力の向上を図る取組

みを進めた。 

 

各事業の実績等 

１．人権教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

人と人のつながりを豊かにし、一人ひとりの存在と可能性を大切にする社会の基礎をつくる。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 人権教育活動冊子の作成 

河内長野市人権教育研究会と合同で人権教育活動冊子「あゆみ」を作成した。 

② 人権研修事業（対象：市立幼・小・中学校教職員等） 

名  称 回数 対 象 者 内        容 

中学校区人研 各１ 各校人研部教職員 中学校区別交流会の実践 

初任者人権研修 1 幼・小・中教職員 
・身近な人権問題について（講義とグループワーク） 
・「富田林フィールドワークから学ぶ ～当事者か
らの聞き取りを通して～」 

冬季部会別研
究集会 

1 幼・小・中教職員 
例年のような集会形式は実施できなかったが、冊子
にて実践報告を行った。 

 

２．学校教育支援事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

各校の子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育活動を支援する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 相談員等派遣・配置事業 

(ⅰ) スクールカウンセラー 

児童生徒、保護者、教職員の悩みに対応するため､児童･生徒の臨床心理に関して高度な専門

的知識･経験を有するスクールカウンセラー（臨床心理士）を派遣（1人 年間 27回 延 99 時間）

することで、児童生徒にとって、学校が安心できる居場所となるよう学校生活への適応や､学
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校復帰への支援を行った。 

(ⅱ) ハートフルアシスタント 

児童生徒にとって、学校が安心できる居場所となるよう、人間関係の様子を見守り、悩みを

聞くことにより、いじめの早期発見・早期対応に役立ち、また、不登校状況にある児童生徒の

家庭訪問等を実施し、学校生活への適応や学校復帰の援助を行うことを主な目的として、各中

学校にハートフルアシスタントを配置した。 

(ⅲ) 不登校等指導員 

市の適応指導教室の不登校等指導員が学校教職員と連携し、教室に入りにくい児童生徒に対

して支援を行った。 

 

３．子ども教育支援センター事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

教育に関する調査・研究及び研修、教育情報の提供並びに教育相談等を実施し、教育の振興発展

を図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 教育相談センター事業 

問題行動や不登校等が全国的に増加する中で、これら諸問題の解決を図り、青少年の健全育成

に資するため、専門相談員を配置し教育相談センターの運営を行った。 

＜相談方法＞ 

電 話 来 談 合 計 

延べ 25 回 延べ 3回 延べ 28 回 

＜相談対象件数＞ 

幼児 小学生 中学生 高校生 その他 合  計 

0 件 延べ 14 件 延べ 12 件 1 件 1 件 延べ 28 件 

＜相談内容回数＞ 

不登校 いじめ けんか 校内暴力 家庭内暴力 学 習 
合 計 

延べ 21 回 延べ 3回 0 回 0 回 0 回 0 回 

進 路 友人関係 異性関係 生活全般 生活指導 その他 
延べ 33 回 

0 回 3 回 0 回 1 回 0 回 延 5回 
 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ いじめをはじめとした人権教育に関する授業の充実について、小中が連携し研究授業を実施する必

要がある。また、効果的な教材等の情報やプログラムを紹介し、研究授業の実践につなげる。 

□ 大阪府教育委員会作成の「互いに違いを認めあい、共に学ぶ学校を築いていくために」も活用しな

がら、様々な人権課題の解決に取り組む人との「出会いから学ぶ」実践が広げられるよう、取組みを

進める。 

□ 教職員研修等を継続して実施したり、様々な研究会への参加を積極的に呼びかけたりして、教職員

の人権感覚を磨き、児童生徒が、様々な人権問題の解決をめざして、差別や偏見を許さず、互いの違

いを認められるよう取組みを進める。 

□ 不登校状況にある児童生徒を減らすための小中連携の強化を中学校区ごとに取組むとともに、市主

催の担当者会議を継続的に開催し、好事例を共有することで教職員の指導力向上、組織的対応力の向

上を図る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標５ 支援教育の充実 担当：教育指導課 

全ての子どもが、『ともに学び ともに育つ』ことをめざし、それぞれの子どもが、充実した学校生

活を過ごし、生きる力を身に付けていくことができるよう、インクルーシブ教育システムの構築を推進

することが必要です。そのためには、互いの違いを認め合える集団づくりに取り組む必要があります。 

また、通常の学級においてもユニバーサルデザインの観点を取り入れた授業を展開し、支援の必要な

子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じて、適切な指導及び支援が効果的に行われるよう、支援教育の

充実に努めます。そのためには、関係機関等と連携し、就学前から社会参加に至るまで一貫した指導・

支援がつながるように取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．「ともに学び ともに育つ」インクルーシブ教育の推進 

障がいのある子どもと障がいのない子どもが、『ともに学び ともに育つ』ことをめざし、それぞ

れの子どもが、充実した学校生活を過ごし、生きる力を身に付けていくことができるよう、インクル

ーシブ教育システムの構築を推進します。そのために、「ユニバーサルデザインによるわかる授業づ

くり」と「互いの違いを認め合える集団づくり」に取り組みます。 

また、教職員の専門的スキル向上のための研修の充実を図り、一人ひとりの実態を的確に把握し、

個々の教育的ニーズに応じた適切な指導や支援が行われるよう、「個別の指導計画」に基づいたきめ

細やかな支援教育の充実に努めます。 

【事業名：支援教育推進事業(小)、支援教育推進事業(中)】 

 

２．一貫した支援のための連携の推進 

乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目ない支援が受けられる支援体制を実現す

るために、支援教育総合センター「りんく」を中心として、教職員や保護者に対し、支援教育に関す

る相談を実施するとともに、サポートブックはーと（※）を活用した「個別の教育支援計画」を作成

し、障がい福祉課、子ども子育て課、子ども・子育て総合センターあいっく、健康推進課（保健セン

ター）、放課後等デイサービスなど、関係機関等とのより一層の連携の推進を図ります。 

【事業名：支援教育推進事業(小)、支援教育推進事業(中)】 

 

３．基礎的環境整備と合理的配慮の充実 

河内長野市立学校園に属する職員に係る障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応  

要領に基づき、すべての子どもが教育を受ける権利を確保するために必要かつ合理的な配慮を行い、

適切な教育環境の充実に努めます。 

【事業名：支援教育推進事業(小)、支援教育推進事業(中)】 

 

※ サポートブックはーと：連続した支援を実現するための情報の共有を目的としたファイル。 

その子どもの特性や接し方、関係機関とのつながり等について記載していく。 

 

 

令和２年度の重点目標評価 
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 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 関係諸機関との連携により、「サポートブックはーと」活用に向けての合同研修会や実践報告会を

実施した。幼児期からの一貫・連続した支援の実施につながるきっかけとなった。 

□ 支援教育総合センター「りんく」を中心として、学識者等を小中学校園に派遣し、巡回相談を実施

した。連続性のある支援を行うことができ、児童生徒の適切な支援、教育的ニーズに応じたきめ細や

かな指導が進んだ。 

□ 公私立保幼こ小連絡会において、保育所（園）や幼稚園等と小学校との間での連絡調整がより円滑

になり、小学校への就学に関する相談が充実した。また、小中連携が進み、支援の必要な児童生徒に

関する支援の情報が共有され、各校の支援教育実践の向上につながった。 

□ 支援教育コーディネーター研修を年３回実施し、支援教育推進体制の構築が進んだ。 

□ インクルーシブ教育推進事業として「障害者差別解消法」をふまえ、「ともに学び ともに育つ」

教育を進めるために、合理的配慮について学校全体で適切に対応できるよう研修の充実を図った。 

 

各事業の実績等 

１．学校教育支援事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

各校園の障がいや課題のある子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育活動を支援する。 

 

(2)令和２年度の実績 

①  支援教育推進事業(小)(中) 

(ⅰ) 教育支援委員会 

障がいのある児童等の就学相談・実態把握等についての河内長野市教育支援委員会における

調査・審議をふまえ、教育支援員が児童の就学等に係る具体的事項を関係行政機関と連絡及び

調整を行うとともに、巡回相談員が各小学校へ専門的な指導・助言を行った。 

年間 3回開催 

(ⅱ) 看護師の配置 

医療的ケアの必要な児童生徒の在籍校（2校）に看護師を配置した。 

(ⅲ) 発達支援員の配置 

通常学級に在籍する学習や生活面で支援を必要とする児童生徒の在籍校に特別支援教育支

援員を配置（11 校 21 人）した。 

(ⅳ) 介助支援員の配置 

障がいのある児童・生徒の身の回りの介助及び通常学級に在籍する学習や生活面で支援を必

要とする児童・生徒のサポートを行うため、こども介助支援員を配置（11校 29 人）した。 

(ⅴ) 肢体不自由児童・生徒の機能回復訓練 

肢体不自由児童・生徒の健康管理及び機能訓練を目的として、理学療法士による機能回復訓

練を実施（5校 延 105 回）した。なお機能回復訓練については、担当教員も指導方法の研修

を受けた。 

(ⅵ) 音声･言語機能または聴覚障がいのある児童生徒の言語訓練等 
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音声機能、言語機能又は聴覚に障がいのある児童生徒についてその機能の維持向上を図るた

め、言語聴覚士による言語訓練その他の訓練、これに必要な検査及び助言、指導その他の援

助を行った（11 校 延 37 回）。 

(ⅶ) 保護者に対する交通費の一部給付 

市立小中学校の支援学級及び支援学校小学部・中学部に在籍する児童生徒の保護者に対し

て、交通費の負担軽減を図るため次のとおり給付（支援学級：月額 500 円 小学校 21人 中

学校 2人 支援学校：月額 1,000 円 小学部 19人 中学部 32 人）した。 

(ⅷ) 障がいのあるなしにかかわらず「ともに学び ともに育つ」教育を進めるために、発達障が

い支援アドバイザーを派遣し、各校におけるインクルーシブ教育システムの構築に努めた。 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□  教職員の世代交代に伴い、支援教育推進の中核を担っていく次世代の教員育成のために、専門的な

知識を有する学識者を招聘し、支援教育研修会を開いて指導力向上を進める。 

□ 「障害者差別解消法」をふまえ、「ともに学び ともに育つ」教育をより推進していくために、発達

障がい支援アドバイザーを活用し、各校におけるインクルーシブ教育システムの構築をさらに進め

る。 

□ 支援教育総合センター「りんく」の機能の整備と充実を図り、巡回相談、支援教育相談、教員研修、

児童生徒への機能訓練など、市内小中学校の支援教育全体をさらに充実させる。 

□ 「サポートブックはーと」をさらに活用し「個別の教育支援計画」および「個別の指導計画」の充

実を図り、より適切な支援・指導を進める。 

□ 小中学校の連携体制を整備し、情報共有等を推進し、適切な支援の引き継ぎおよび就学・進路指導

を行う。 

□ 放課後等デイサービスの利用が増加している背景を踏まえ、合同研修を開催する等、関係機関との

さらなる連携を図り、児童生徒への連続・一貫したよりよい支援につなげる。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標６ 食に関する指導の充実 担当：教育指導課 

近年、食生活の乱れによる子どもたちの健康を取り巻く問題が深刻化しています。また、食を通

じて地域等を理解することや、食文化の継承を図ること、自然の恵みや勤労の大切さなどを子ども

たちに理解させることも求められています。こうした現状を踏まえ、「河内長野市食育推進計画」

に基づき、子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、

学校においても積極的に食育に取り組んでいくことが重要となっています。 

そのため、学校と家庭、地域が一体となって、子どもの発達段階に応じて、生涯を通じた健全な

食生活の継承、健康の増進などの実現をめざし、栄養教諭が市の中心となって子どもたちの望まし

い食習慣の形成を図る取組みを進めます。 

また、学校における食育の生きた教材となる学校給食の充実を図るため、より一層の地場産物の

活用を通して、安全で安心できる学校給食を進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．安全で安心できる学校給食の推進 

  成長期にある児童生徒の心身の健全な発達のため、献立委員会で毎月の献立を検討し、旬の食材を

使い、伝統行事食を盛り込むなど、季節感のある栄養バランスのとれた豊かな学校給食を提供します。 

  また、安全・安心な学校給食の提供のため、物資購入委員会で食材の品質等を検討し選定するとと

もに、各学校の配膳室、学校給食センターの安全管理並びに衛生管理の徹底を図ります。 

【事業名：学校給食推進事業、中学校給食運営事業】 

 

２．河内長野市第４次保健計画と連動した食育の推進 

  河内長野市第４次保健計画をふまえ、保護者と連携しながら、子どもの発達段階に応じて、生涯を

通じた健全な食生活の実践や健康の増進、食文化の継承をめざします。 

また、「自分で作る『お弁当の日』」を設定するなど、栄養教諭と連携した食育の授業の充実を図り

ます。 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 子どもたちの発達段階に応じた食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけさせるため、栄

養教諭を小中学校へ派遣し、食に関する指導や調理実習を支援した。 

□ 小学校５・６年生を対象に令和元年度実施した学校給食献立コンテストの入賞作品を学校給食に取

り入れ、児童の食への意識の向上を図った。 

□ 保護者や教職員の意見を取り入れて、料理の組み合わせや味付けを工夫した給食献立の作成及び食

材の選定を行い、生きた教材として、より豊かな給食を提供した。 

□ 児童生徒及び保護者向けに、食育だよりを毎月発行し、全家庭に向けて配付し、食育に関する家庭

の理解を深めた。 
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□ 食物アレルギーがありエピペンを所持している児童を把握し、消防署との連携体制を構築した。ま

たアナフィラキシー時の対応訓練をするなど緊急時対応に常時備えた。 

□ 学校配膳室の衛生管理マニュアルに基づき、ノロウイルスなどの食中毒予防の徹底を図った。 

 

各事業の実績等 

１．学校給食推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

児童生徒の心身の健全な発達、食を通じて豊かな人間関係の構築をめざし、安全・安心な学校給

食を提供する。また、給食を食についての生きた教材として、食に関する指導を充実する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 学校給食運営管理事業 

小学校は１７1日、中学校は１７０日給食を実施した。 

(ⅰ) 給食センター及び小学校配膳室の運営 

薬剤、細菌検査・防虫防ソなど衛生管理、各小学校に配膳員配置等 

(ⅱ) 給食業務委託 

委 託 先：コック食品(株) 

委託内容：副食調理、配送、食器等洗浄及びボイラー運転業務、小学校配膳等 

(ⅲ) 献立及び食材管理 

ＰＴＡや学校関係者等をまじえ、栄養バランスのとれた多彩な献立を作成し、適正な食材の

選定を行った。納品時の品質のチェック、産地及び流通経路の確認を行った。 

地産地消の促進のために、河内長野産の食材を積極的に取り入れた。 

 

② 食育推進事業 

日本の伝統行事食を体験し学ぶため、次のような献立を教材として給食に取り入れた。 

 雑煮、ちまき、七草粥、菱餅等 

栄養教諭による市立小中学校での食育授業を１１小学校、１中学校において、延べ８７日 

（１４３時間）行った。 

 

③ 給食センター施設管理事業 

安全・確実に給食を実施できるよう、施設及び設備（学校配膳室を含む）の維持管理を行った。 

(ⅰ) 修繕 

調理・洗浄機器、蒸気ボイラー施設、保管・貯蔵用設備の修理等 

(ⅱ) 保守点検等 

・機械警備 ・清掃（センター内、水路、油水分離槽） ・空調機器 ・消防設備等 

・電気設備 ・貯水槽 ・自動扉 ・リフト ・圧力容器機器 ・緑地管理  

・ボイラー煤煙検査 ・電動シャッター ・マイクロコージェネレーション 

 

④ 中学校給食運営事業 

家庭から弁当を持参することができない場合等にも、学校給食を利用できるよう、希望選択制

給食を市立中学校で実施し、これに伴い給食予約システムの運用、中学校への配膳員配置等を行
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った。（年平均喫食率：５.７％、年平均利用率：８.１％） 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 子どもたちの心身の健全な成長や基本的食習慣の形成をいっそう図るため、市食育推進計画に基づ

き、子どもの発達段階に応じて保護者、教職員と連携しながら、栄養教諭による授業、河内長野市産

の食材の活用による地産地消の推進を行うほか献立コンテストなどを実施する。 

□ 調理・配膳業務の衛生管理を維持・徹底するため、従事者に対して毎年の課題に即して研修等を行

う。 

□ 中学校の全員給食を含めた学校給食のあり方の検討を行う。 

□ 食物アレルギー事故が起こることのないよう備えるとともに、必要のある学校では、緊急時対応訓

練に取り組めるようにする。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標７ 伝統・文化等に関する教育の推進 担当：教育指導課 

時代の変化とともに、家庭や地域社会において伝統・文化を理解したり経験したりする機会が減って

います。また、異文化を理解し大切にしようとする心は、自国の文化への理解が基盤となるため、伝統

や文化について理解を深め、アイデンティティを確立する教育を推進する必要があります。 

そのため、本市では平成２３年度より、小学５年から中学１年で郷土の歴史や伝統文化に関する学習

「ふるさと学」に取り組むとともに、市内に数多く存在する文化財を活用した体験的な学習や郷土歴史

学習施設等と連携した出前授業の実施により、指導内容の充実に取り組みます。 

また、教育課程に「古典」を適切に位置づけ、体験的な学習機会の充実に取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．郷土の歴史や文化・伝統に関するふるさと学の推進 

  児童生徒が故郷を愛し、誇りに思い、語れることをねらいとして、オリジナルの副読本を活用した

「ふるさと学」を進め、郷土の歴史や文化、伝統をはじめ、日本遺産認定の背景も含めた河内長野に

関する学習の充実に努めます。学習の展開にあたっては、本市の地域に点在する多くの文化財を活用

し、文化財保護課学芸員による出前授業、滝畑ふるさと文化財の森センター等の郷土歴史学習施設の

積極的な利用を図ります。 

  また、コンクール等を実施し、ふるさと河内長野に愛着を持ち、ふるさとの良さを発信できる児童

生徒を育成します。 

 

２．古典に関する学習の充実 

教育課程の様々な場面において、古典に関する学習の充実に努めます。 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 小学校３・４年生の社会科等において、副教材「わたしたちの河内長野」により地域学習を実施し

た。 

□ 小学校５年生から中学校１年生において、各学年６時間（全１８時間）にわたり、ふるさと学テキ

スト「かわちながの物語」を活用しながら、郷土の歴史や伝統文化等に関する学習に取り組んだ。ま

た、学芸員による出前授業（年間延べ 30 回実施）において、地域の歴史や寺が池のお話、河内長野

の昔話などの歴史学習講座を行った。 

□ 外部団体と共催で、年賀はがきコンクールを実施した。 

 

各事業の実績等 

１．学校運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

各学校の特性を踏まえた組織的・機動的な学校運営の円滑化を図る。 
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(2) 令和２年度の実績 

① 教科用図書給与事業 

市立小中学校の教育活動で使用する副読本を作製し、在学児童・生徒に配布した｡ 

 河内長野ふるさと学テキスト「かわちながの物語」 小学 5・6年生、中学 1年生 

 社会科副読本「わたしたちの河内長野」      小学 3・4年生 

 

２．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長を図

る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 国語力向上事業 

(ⅰ) モックル年賀はがきコンクール 

年賀状作成による読み書きの基本と創作意欲の喚起、手書きの手紙の勧奨などを目的に年賀

はがきコンクールを実施（市内各郵便局と共催。テーマ：①モックルに新年の抱負を書いた年

賀状を出そう！②モックルに絵で表したふるさと年賀状を出そう！）し、入賞者を表彰した。 

    (応募総数…1451 点) 

３．学校での取組みについて 

・ 図書館やふるさと歴史学習館の協力を得て、地域の歴史や寺が池のお話、河内長野の昔話などの歴

史学習講座を各学校で行った。 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 子どもたちがふるさとの良さや、ふるさとに対する思い等の表現力を育むため、「ふるさと川柳・

作文コンテスト」などの取組みを推進する。 

□ ふるさと川柳・作文コンクールや、年賀はがきコンクール等の中で、郷土の良さに気付いたり、愛

着を持ち、誇りに思ったりする児童生徒の育成を図る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標８ 英語教育や ICT 環境等を活用した特色ある活動の充実 担当：教育指導課 

 今日、国際化や情報化が進展し、多文化共生社会の中において、国際社会の一員として、自ら考え、

意見を伝え、主体的に行動する態度や能力を育成することが求められています。外国の言語や文化に対

する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成のために、英語教育を積極的

に推進し、国際理解を深める授業や体験活動の充実を図る必要があります。 

 そのため、全校に配置している NET（英語指導支援員）を活用し、小学校１年生から６年生までの外

国語活動・外国語科の授業に取り組むとともに、テレビ会議システム等の ICT（※）機器を活用し、国

際交流により文化や伝統等を学ぶ体験的学習を進め、異文化に対する理解を深めます。 

また、各教科等の授業において日常的に ICT を活用し、わかる授業や主体的・対話的で深い学びを実

現するとともに、子どもたちの情報活用能力の向上に努めます。 

 

※ ICT：Information and Communication Technology(情報通信技術)の略 

 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．NET と中学校英語教員を活用した小学校教員の英語力・授業力向上 

 全校に配置している NET と中学校から小学校への乗り入れ授業のための中学校英語教員を活用し、

市内全ての小学校において、１年生から６年生までの英語教育を実施するとともに、小学校教員の英

語力と授業力の向上をめざします。 

【事業名：英語教育推進事業】 

 

２．小中学校における４技能（聞く・話す・読む・書く）を重視した英語教育の充実 

 令和２年度から実施された新学習指導要領の小学校外国語科（５，６年生）、外国語活動（３，４

年生）とともに、１，２年生では教育課程特例校による英語活動を実施します。また、「河内長野市

英語村構想（※）」に基づき、英語に慣れ親しむ機会（こどもえいご村）の提供、NET を活用した「モ

バイル英語村」、「参加体験型英語イベント」を実施し、こどもたちが英語で表現する機会の充実を図

り、主体的に英語でコミュニケーションを図ろうとする態度の伸長に努めます。 

 中学校では、３年生を対象に公費補助による英検受験を推奨し、中学校卒業時に英検３級程度の英

語力を身に付けさせることができるよう取組みます。 なお、英語教育推進事業のひとつである「河

内長野市英語村構想」については、各課横断的な取組みとしています。 

【事業名：英語教育推進事業】 

 

※ 河内長野市英語村構想・・社会のグローバル化に対応するため、子どもたちのコミュニケーショ

ン能力の育成をめざして、学校内外において「英語村」を開設するなどの一連の取組み。 

 

３．テレビ会議システムを活用した海外との交流授業の推進 

テレビ会議システムを積極的に活用して、授業で培った英語力を外国の子どもたちとのコミュニケ

ーション活動に活かす語学協働学習や、世界の現実を知り、自らの生活を振り返り未来へ向かって逞

しく生きる力に繋げる JICA 遠隔授業などの国際理解教育を推進します。 

【事業名：子ども教育支援センター事業】 
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４．ICT の効果的活用による授業改善の推進や情報活用能力の育成 

 各教科等の授業において、日常的に ICT を活用していくことにより、子どもたちの学習意欲や学習

効果を高め、主体的・対話的で深い学びの実現や情報活用能力の向上に努めます。また、小学校にお

いては、プログラミング教育必修化に伴い、より一層、論理的思考力や創造性、問題解決能力を育む

プログラミング教育の研究を進めます。 

 また、今後導入が予定されるタブレット型端末の学習場面における効果的な活用方法についての研

究を進めます。 

【事業名：情報教育推進事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 義務教育９年間を見通して児童生徒の発達段階に応じた授業実践に取組み、積極的にコミュニケー

ションを図ろうとする態度と基礎的な英語運用能力を培うための英語学習に取組み、さらに、日本だ

けでなく外国の伝統や文化を学ぶ取組みを進めた。 

□ 全市立小学校教員・中学校英語科教員対象の英語研修を実施し、教員のスキルアップを図ることで、

コミュニケーション場面を取り入れた授業を行う教員が増加した。また、テレビ会議システムを活用

した国際交流を積極的に推進することで、国際化に対応する力の基礎となる英語に親しむ機会や、英

語によるコミュニケーション能力の向上を図ることができた。 

 小学校英語の教科化に伴い、教員研修を実施するとともに、中学校区ごとに公開授業を行い、外部

からの意見を取り入れることで教職員の指導力向上を推進した。 

□ 市内全小学校６年生のクラスに NET を複数名派遣し、「モバイル英語村」を実施した。NET の説明や

会話は、オールイングリッシュで行い、児童一人ひとりが英語でコミュニケーションを取る機会を設

けた。 

□ 公益財団法人日本英語検定協会主催の実用英語技能検定の中学 3年生の受験に対して、受験する生

徒の検定料を市が負担することにより、外部調査による英語能力評価を各生徒が得る機会を設け、英

語力及び学習意欲の向上を図った。 

□ 令和２年度より全面実施された学習指導要領でのプログラミング教育の必修化にともない、教育メ

ディアセンターによる市内小学校へのプログラミング出前授業を実施（延べ：36 学級）した。。 

 中学校においても、ICT ワーキング担当教員の代表者が公開授業を行い、ICT 機器を有効活用した

授業改善についての研究を深めた。 

 

各事業の実績等 

１．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校園づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長を図

る。 
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(2) 令和２年度の実績 

英語教育推進事業 

(ⅰ) 外国人英語指導員による英語指導事業 

国際理解教育の一環として、市立全小学校(１～2 学年)が教育課程特例校として申請し、隔

週１回の授業を実施した。３・４年生は週 1回の英語活動、５・６年生は週１回＋週 3回程度

1回 15 分のモジュール学習による英語の学習を実施した。授業は学級担任と NET とのティーム

ティーチング（複数の教師が協力して教育指導にあたる方式）で進め、「聞く」「話す」活動を

中心として、コミュニケーション能力の育成に努めた。 

市立各中学校においては、国際化時代に対応できる生徒の育成をめざして、英語の

Speaking・Listening 能力の向上とともに外国文化などへの興味・関心を幅広く高めることを

目的として、英語担当教員と NET とのティームティーチングによる授業を実施した。 

 

（ⅱ）英語村事業 

  児童・生徒の英語コミュニケーション能力の向上をめざして、学校をはじめ、キックスやあ 

 いっく等の公共施設で、体験型英語学習の場である英語村を開設し、英語に触れる機会を提供 

 することにより本市の英語教育の充実を図った。 

ア.モバイル英語村の実施 

  各小学校６年生全学級に一度に複数名の NET を派遣し、集中的に英語でコミュニケーション

をとる機会を提供した。（年間２６回実施。８１１名参加） 

 

イ.地域連携型英語村の実施 

  子ども交流ホール（あいっく）を会場に、定期的に「子どもえいご村」及び「えいごお楽し

み会」を開設した。 

 ・子どもえいご村（４歳児から小学２年生対象）・・年間３２回実施。のべ６６８名参加 

 ・えいごお楽しみ会（子とその保護者対象）・・  年間１１回実施。のべ３４６名参加  

                              合計 １０１４名参加 

ウ.えいご村イべントの実施 

①「わくわくビレッジ英語で Go！」・・１１月１日（日） 

奥河内くろまろの郷周辺の４つの公共施設と連携をして、小学生を対象に、ネイティブ講師

による地域の特色を生かした講座を実施。参加者数３５３名。 

②「春のえいご村」・・３月２１日（日） 

キックスで、幼児から小学生を対象に、参加体験型の講座（ダンスイングリッシュ、ロボッ

ト製作等）を実施。参加者数２７０名。   

 

エ 中学３年生の英検公費受験の実施 

  市内中学 3 年生の希望者を対象に、公益財団法人日本英語検定協会主催の実用英語技能検定

の受験料を公費により補助した。（２６０名が受験） 

 

オ. 英語４技能検定（ジーテックジュニア２）の実施 

  小学６年生（研究指定校５校）を対象に、民間の英語４技能検定を実施し、児童の英語力を

把握するとともに、指導法の研究を行った。（２６３名が参加） 
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２．子ども教育支援センター事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

教育に関する調査・研究及び研修、教育情報の提供並びに教育相談等を実施し、教育の振興発展

を図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 子ども教育支援センター事業 

教育メディアセンターとして、授業におけるインターネット、コンピュータ活用の推進を図る

ため、情報教育の支援員（学校の機器操作法の研修や支援、トラブル対応などを行う）を市内全

小中学校に派遣（各学校：延 614 回）した。また、外国との交流等 TV会議を実施（年間：43 回）、

市内小学校へのプログラミング出前授業を実施（延べ：36学級）した。 

 

３．学校での取組みについて 

・ 全小学校(１～２学年)が教育課程特例校として申請し、１・２年生は隔週１回、３・４年生は週 1

回の英語活動を実施し、５・６年生は週１回＋週 3 回程度 1 回 15 分のモジュール学習による英語の

学習を実施し、「聞く」「話す」活動を中心として、英語に慣れ親しみながら、コミュニケーション能

力の育成に努めた。 

・ 市立中学校においては、英語の Speaking・Listening 能力の向上とともに外国文化などへの興味・

関心を幅広く高めることを目的として、教科担任と外国人英語指導員とのティームティーチングによ

る授業を実施した。 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ テレビ会議システムを活用した諸外国の学校等との交流を市内小中学校で引き続き実施し、全ての

子どもが英語を活用したコミュニケーション力の向上を図ることができる機会をより多く設定する。 

 また、テレビ会議システムを活用した交流を継続的に取り組む中で、これまで以上に子どもたちが

国際社会について学習することができるように、外部機関との連携をさらに強化し、国際教育への取

組みを推進していく。 

□ 英語教育の充実を図り、英語活動推進教師が中心となって文部科学省や大阪府教育委員会からの最

新情報を各校教職員に伝達し、先進的な研究を進める。また、中学校については、市内全中学校に

CAN-DO リスト活用を進める。 

□ 「モバイル英語村」では、「書くこと」の活動に戸惑いを見せる児童が見かけられた。今後は、外

国人英語指導員の説明や会話は、オールイングリッシュで行うことは継続するが、児童一人ひとりが

英語でコミュニケーションを取ることを重点にするために、「話すこと」「聞くこと」を中心としたプ

ログラムを提供する。 

□ 英検を受験する生徒の割合に各校でばらつきが見られた。また、受験率が低い状況が続いている。

各校で受験するよう積極的に周知を行い受験者数の増加を図る。さらに、市民にも周知するために英

検公費受験が行われることを市 HPに掲載し、市が重点を置いている施策について理解を得る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標９ 多文化共生への支援 担当：文化・スポーツ振興課 

社会のグローバル化が進み、身近な地域においても外国籍を有する人のほか、外国に様々なつながり

のある人たちが生活しています。出身地をはじめ生活様式や文化、言語などに関係なく、互いの違いを

理解、尊重しあい、対等な関係を築き、地域社会の構成員として共に生きていくことが求められていま

す。また、国際化社会に対応できる人材の育成も課題です。 

そのため、学校教育や社会教育、生涯学習の場において、国際理解や国際交流を深めるとともに、そ

れが市民同士だけでなく行政間の「ゆるやかなパートナーシップ」につながるように支援し、併せて多

文化共生意識を高める取り組みを推進します。さらに、河内長野市国際交流協会との連携を強化し、多

様な市民団体との協働による各種の取り組みを進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．国際化に対応できる人材育成 

  河内長野市国際交流協会をはじめ、様々な教育機関や団体と協働し、国際理解教育や持続可能な社

会を実現するための学習を推進することにより、国際化社会に貢献し、グローバル化する社会に対応

できる人材を育成します。また、多文化共生を推進する役割を担う人材を育成します。  

  さらに、「河内長野市英語村構想」に基づき、「こどもえいご村」を定期的に開設し、幼児期から言

語・異文化に親しむ機会の提供に努めるとともに、広く市民を対象に参加体験型英語イベントを開催

することにより、地域ぐるみで国際化への気運を醸成します。なお、英語教育推進事業のひとつであ

る「河内長野市英語村構想」については、各課横断的な取組みとしています。 

  【事業名：国際化推進事業・英語教育推進事業（教育指導課：重点目標８参照）】 

 

２．幅広い国際交流の推進 

 カーメル市との姉妹都市交流をはじめ、様々な国や地域などの市民同士の交流を推進し、より多く

の人々が関わることにより市民の国際感覚を高めます。さらに、必要に応じて本市との「ゆるやかな

パートナーシップ」にもとづく支援を行います。 

【事業名：国際化推進事業】 

 

３．多文化共生のまちづくり 

  河内長野市国際交流協会との協働により、日本語学習を支援するとともに、支援者の育成に努めま

す。また、多言語等による情報提供や相談窓口としての機能を整えていきます。 

【事業名：国際化推進事業】 

 

４．国際化・多文化共生ビジョンの推進 

  国際化・多文化共生ビジョンを推進するために、関係部局を統括し連携を図るとともに、施策の実

施において本ビジョンに沿った取り組みとなるよう、ＰＤＣＡの実施により進捗管理を行います。 

  【事業名：国際化推進事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 
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 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 子どもたちの多文化に対する理解を進める「国際理解授業」に４か国５人の外国人講師を計３校（市

立中３校）へ派遣した。また、帰国・渡日児童生徒サポートとして日本語講師１人を派遣した。 

□ ３ヶ国語（英語・中国語・韓国語）による外国人のための生活ガイドブックを作成した。 

□ 令和２年３月に策定した河内長野市国際化・多文化共生ビジョンの概要版を、英語・韓国語・中国

語（簡体語）へ翻訳し、市民交流センターや公民館等施設へ配布した。 

□ 災害時の外国人支援対策として、国際化・多文化共生ビジョンに基づき、災害時多言語資料ボック

スを作成し、市指定避難所 41カ所へ配備した。 

各事業の実績等 

１．国際化推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

市民の自主的な運営による国際交流協会の活動等に対し、必要な支援を通して、国際交流の促

進・国際理解の高揚、外国人とともに暮らせる地域づくりなど、本市の市民による国際交流の推進

に寄与する。 

また、新たな課題やニーズに対応した多文化共生のまちづくりを推進する。 

 (2) 令和２年度の実績 

① 国際化・多文化共生事業 

河内長野市国際交流協会（ＫＩＦＡ）に委託し、同協会の市民主体による様々な交流事業を市 

と市民（会員）との協働により実施した。なお、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、日本 

語サロンや語学クラブ事業を休講し、訪日団の受け入れを中止した。 

■ 国際化に対応できる人材育成…世界とつながろう！、多文化の部屋等 

■ 幅広い国際交流の推進…子ども絵画教室、姉妹都市絵画交換・展示等 

■ 多文化共生のまちづくり…多言語進路ガイダンスへの協力、通訳・翻訳等 

■ 外国人のための生活ガイドブック作成翻訳業務 

多文化共生の観点から、在住外国人が本市で安心して生活できるよう、また地域社会で地域

住民と円滑な生活ができるよう、各課で作成している資料を翻訳した。 

・すこやか健康年間事業案内（令和２年度）…英語・韓国語・中国語（簡体語） 

・ごみと資源の分け方・出し方（令和２・３年度版）…英語・韓国語・中国語（簡体語） 

・姉妹都市書簡…英語 

【令和２年度河内長野市国際交流協会会員数】（単位：口数） 

    317 口（個人[一般]会員：242、家族会員：53、団体会員：21、個人[学生]会員：1） 

② 国際化・多文化ビジョン概要版の多言語化事業 

令和２年３月に策定した河内長野市国際化・多文化共生ビジョンの概要版を、英語・韓国語・

中国語（簡体語）へ翻訳し、市民交流センターや公民館等施設へ配布した。 

③ 災害時多言語資料ボックスの作成事業 

 災害時の外国人支援対策として、国際化・多文化共生ビジョンに基づき、災害時多言語資料

ボックスを作成し、市指定避難所 41 カ所へ配備した。 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 
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□ 外国人のための生活ガイドブックの内容の更新、充実を図り、引き続き多言語による情報提供に努

める。 

□ 日本語サロンの継続的開催を目指し、在日外国人等への日本語への支援を引き続き推進する。 

□ 河内長野市国際交流協会との連携を図り、国籍や民族などが異なる人々が地域社会の構成員として

共に生きる多文化共生社会の構築につながるよう、様々な取組みを推進する。 

□ 国際化・多文化共生ビジョンを推進するために、関係部局を統括し連携を図るとともに、施策の実

施において本ビジョンに沿った取り組みとなるよう、ＰＤＣＡの実施により進捗管理を行う。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 10 歴史文化遺産の保存・継承と活用 文化財保護課 

 歴史文化遺産は、市民が「ふるさと河内長野」らしさを感じ、日本遺産のまちとして地域に対する誇

りを持ち、これらを大切にする心を育む上で、大きな役割を果たす貴重な地域資源です。少子高齢化や

人口の流動化が進むなか、郷土への関心を喚起することで、地域の豊かな自然等周辺環境を含めて歴史

文化遺産を継承し、ふるさとを大切にすることができる人材を育成することが課題となっています。 

そのため、学校教育及び社会教育において、歴史文化遺産を活用した人材育成の充実を図ります。ま

た、地域に誇りと愛着を持ってボランティア活動等に取り組む市民と幅広く連携し、保存・継承活動を

推進するとともに、各種イベント等を通じて、その活用による地域の活性化にも視点を置いた事業展開

を進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

令和元年１２月に策定した河内長野市文化財保存活用地域計画に基づいて、以下の取組みを進めまし

た。 

 

１．指定文化財の保存・継承の推進 

 市内の指定文化財の保存・継承を推進します。金剛寺遊仙窟、左近家住宅の保存修理事業等や無形

民俗文化財の保存継承事業、施設管理・防災設備保守点検事業等について支援を行います。 

【事業名：指定文化財保存事業】 

 

２．未指定文化財の調査の実施 

未指定の歴史文化遺産や複数の歴史文化遺産の相互関係について調査を行い、必要に応じて保存措

置の検討を行います。また、個人住宅の建設等の際、敷地内の埋蔵文化財の発掘調査を行います。 

【事業名：埋蔵文化財発掘調査事業、文化財保護審議会事業】 

 

３．歴史文化遺産の活用の推進 

① 教育分野での活用 

市内の小中学校、高等学校で行う郷土歴史学習、市内の施設で行う里山集落や中世一山寺院をテ

ーマとする講演会・展示会を実施します。又、地域住民やボランティアと協働で文化財特別公開事

業（ぐるっとまちじゅう博物館）を実施します。これらの事業を行うことで、郷土「ふるさと河内

長野」に誇りを持つ人材を育成します。 

② 観光分野での活用 

   日本遺産をテーマとする市外での講演会・展示会を実施するなど、市域の魅力を全国へ向けて発

信します。 

③ 景観分野での活用 

   地域の歴史的景観の特色に関する普及啓発事業等を実施し、住環境の魅力向上につなげます。 

④ 地域づくり分野での活用 

   地域まちづくり協議会や自治会と連携し、地域住民が地域の魅力を再発見することなどを通じて

地域社会の活性化と住民の主体的なまちづくりを支援します。 

【事業名：歴史遺産活用事業】 
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令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 国、府、市の指定文化財について国、府と連携して適切な管理、修理事業を実施した。 

□ 個人住宅の建設等の際、また今後大規模な開発が見込まれる地域について埋蔵文化財の試掘調査、

発掘調査を行った。 

□ 金剛寺が所有する板地著色 柿本人麻呂像（三十六歌仙図のうち 1 面）について調査を行い、既指

定 31 面に加え、新たに「板地著色 三十六歌仙図（32 面）」として、河内長野市指定文化財に指定

した。 

□ 小学校・中学校への出前授業を行い、文化財担当職員が郷土の歴史について解説した。 

□ 市民の郷土の歴史に対する理解が深まるよう、滝畑ふるさと文化財の森センターとふるさと歴史学

習館のそれぞれの特色を生かした、講座や体験事業などの取り組みを実施した。 

□ 令和元年度に認定を受けた「中世」とともに、6 月 19 日付で新たな日本遺産として文化庁から認

定を受けた「女人高野」について、「女人高野日本遺産協議会」に参画し、日本遺産ストーリー構成

要素の調査研究や、観光資源としてＰＲを行った。 

□ 旧三日市交番では、地域住民との協働で管理運営を行い、パネル展示や文化財展を実施した。 

□ 滝畑ふるさと文化財の森センターでは、常設展示など、1,918 人の入場者があった。 

□ ふるさと歴史学習館では、常設展示室と企画展示室、エントランスなどで、延べ 5回の展示を実施

した。展示など館運営にはボランティアの協力を受け、入館者は 3,037 人であった。 

□ 「茅葺民家で秋の夜長を～あかりでナイト～」（茅葺民家夜間公開・11月 27 日（金）～29 日（日）・

参加人数のべ 58 人）、「ふる森ピンポン」（閑散期利用促進・参加人数のべ 520 人）により施設の普及

啓発、利用促進をはかった。 

 

各事業の実績等 

１．指定文化財の保存・継承の推進 

(1) 事業の目的 

本市に所在する全国有数の歴史文化遺産を適切に保存し、次世代に継承する。 

 

(2)令和２年度の実績 

有形文化財の管理・修復や無形文化財の継承・保存等に対して指導助言するとともに、河内長野

市文化財保護条例・同条例施行規則、文化財保存事業補助金交付要綱に基づく補助金を交付し、指

定文化財の適切な保存・管理を推進した。 

 

① 国指定文化財保存事業 

史跡金剛寺境内（大玄関修理）や観心寺如意輪観音坐像など、全 20 件の保存事業に対して指導

助言し、補助金を交付した。 

 

② 府指定文化財保存事業 

福田家住宅管理費など全 6 件の保存事業に対して指導助言し、補助金を交付した。 
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③ 市指定文化財保存事業 

西代神楽保存継承など全 8 件の保存事業に対して指導助言し、補助金を交付した。 

 

④ 防災設備工事（繰越） 

令和元年度からの繰越事業として、史跡観心寺境内の工事に対して指導助言し、補助金を交付

した。 

２．未指定文化財の調査の実施 

(1)事業の目的 

未指定の歴史文化遺産や複数の歴史文化遺産の相互関係について調査を行い、必要に応じて保存

措置の検討を行う。また、個人住宅の建設や大規模開発予定地について埋蔵文化財の試掘調査、発

掘調査を進める。 

 

(2)令和２年度の実績 

① 埋蔵文化財発掘調査事業 

開発行為から埋蔵文化財を保護するために、周知の埋蔵文化財包蔵地及びそれ以外でも 500 ㎡

以上の開発については、開発者負担により開発前に埋蔵文化財の試掘調査、発掘調査を行った。

ただし、開発が個人住宅によるもの、もしくは小規模事業者が行うものであった場合は国費及び

市費により実施した。また、高向・上原地区における大規模開発に先立つ事前確認調査を行った

ほか、当該調査事業の調査記録を『河内長野市埋蔵文化財調査報告書』66 として刊行した。 

 

② 文化財保護審議会の開催 

文化財保護審議会を開催し、市内文化財の保護・活用について審議を行った。 

（ア）令和 2 年度 第 1 回河内長野市文化財保護審議会の開催 

令和 2 年 10 月 19 日（月）に開催し、1 件の議事および 3 件の報告を行った。 

・議事 諮問「河内長野市指定文化財候補」について 

（板地著色 柿本人麻呂像（三十六歌仙図のうち 1 面）【追加指定】） 

・報告「流谷の歴史文化遺産保存活用地区」の保全（中間報告）について 

・報告「令和元年度 事業報告」について 

・報告「令和 2 年度 事業の進捗状況」について 

（イ）令和 2 年度 第 2 回河内長野市文化財保護審議会の開催 

※新型コロナウイルス感染症緊急事態措置実施区域となったため、書面開催で実施し、1 件

の議事および 2 件の報告を行った。 

・議事 答申「河内長野市指定文化財候補」について（天野山金剛寺 板絵著色 三十六歌

仙図【追加指定】） 

・報告「流谷の歴史文化遺産保存活用地区」の保全（中間報告）について 

・報告「令和 3 年度 事業計画」について 

【答申の概要】 

      既指定 31 面に追加指定を 1 面加え、新たに「板地著色 三十六歌仙図（32 面）」として、

河内長野市指定文化財に指定。 
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３．歴史文化遺産の活用の推進 

(1)事業の目的 

河内長野市文化財保存活用地域計画に基づいて、教育分野、観光分野、景観分野、地域づくり分

野で歴史文化遺産の活用を進める。 

 

(2)令和２年度の実績 

① 滝畑ふるさと文化財の森センター活用事業 

（ア）茅刈り・山焼き事業 

文化遺産を後世に伝えていくために文化財の保存修理に地産地消の考え方を取り入れ、植物

性屋根葺材の確保と資材に関する技能者の養成、また、その意義を普及啓発することを目的と

して、植物性屋根葺材の確保のため、滝畑地区と協働し、山焼きを令和 2 年 4 月 5 日（日）に

実施し、カヤ育成のための岩湧山茅場の保全のため、茅刈り作業を令和 3 年 1～3 月に実施し

た。（刈取り束数 3,300 束） 

（イ）「茅葺民家で秋の夜長を～あかりでナイト～」 

茅葺民家で午後 8 時までの夜間開放による普及啓発イベントを 11 月 27 日（金）～29 日（日）

の 3 日間限定で実施した。（27・28 日は一般開放。最終 29 日のみ抽選による 1 グループ限定

で羽釜と薪での栗ご飯作り、茅葺民家で味わう特別企画） 

参加人数 のべ 58 人（27 日：22 人／28 日：28 人／29 日：8 人） 

（ウ）「ふる森ピンポン」 

閑散期における体育館の利用促進の一環として、誰もが気軽に楽しめるスポーツである卓球

を通じて地域住民の集いの場を提供する事を目的として実施。（利用料 300 円／人）  

利用人数 のべ 520 人（76 日間） 

（エ）滝畑ふるさと文化財の森センター運営管理 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4 月 1 日（水）～5 月 17 日（日）まで臨時休館。

再開時は、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を行った。 

・資料館 入館者数   1,918 人 

・研修宿泊施設利用者数 

利用者内訳 
市内 市外 合計 

団体数 人 数 団体数 人 数 団体数 人 数 

こ ど も 会 2  22  0  0  2 22 

小 ・ 中学校 0 0 2  110 2 110  

高 校・大 学 0  0 0  0 0  0  

幼稚園・保育所 4  104  4   106  8  210  

青少年育成団体 0 0  0 0  0  0  

そ の 他 63  478  8 157  71 635 

合   計 69  604 14 373  83  977  

 

（オ）滝畑ふるさと文化財の森センター維持管理業務 

    滝畑地区の文化や歴史、文化財の保存修復等の体験学習や研修機能の維持管理のため、センタ

ーキュービクルの修繕等を行った。 
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② 歴史遺産活用事業 

市内の歴史にまつわるイベント、講演会等を通じて、市の魅力を発信し、市民の地域に対する関心

と愛着を育んだ。 

（ア）郷土歴史学習事業 

学校との連携事業として、市立小学校 13 校の 1 年生～6 年生・市立中学校 3 校の 1 年生・市

内高校 2 校の 1 年生を対象に、年間 71 回、文化財担当職員が郷土の歴史について解説した。 

（イ）地域の歴史文化遺産活用および人材育成事業 

校区内にある歴史文化遺産を活用し、歴史文化遺産の継承の担い手の育成を行った。 

・三日市小学校 10 月 30 日（金） 史跡烏帽子形城跡の見学と保全活動への参加 

・天見小学校  11 月 14 日（土） オープンスクールでの地域の文化財の紹介 

・高向小学校  11 月 16 日（月） 地域の文化財の現地見学 

・天野小学校  11 月 30 日（月） 天野山金剛寺での子ども文化財解説 

（ウ）「高向小学校 郷土学習の成果展」 

高向小学校を対象に実施した地域文化財の見学会を通じて児童が学んだ高向地区の歴史や

文化財・継承の現状についての展示を行った。 

2 月 27 日（土）～3 月 21 日（日）：ふるさと歴史学習館（期間中入館者数 297 人） 

（エ）史跡烏帽子形城跡保全活動事業 

保全活動と学習・遊びの要素を組み合わせて、楽しみながら史跡烏帽子形城跡に触れ、児童

がふるさとの歴史に親しみをもってもらうことを目的として実施し、文化財ボランティア、三

日市小学校区まちづくり協議会の参画を得つつ令和 2 年 10 月 30 日（金）に三日市小学校 5

年生 120 名が参加した。 

（オ）史跡烏帽子形城跡維持作業 

烏帽子里山保全クラブと連携し、史跡烏帽子形城跡の樹木維持管理を行った。 

（カ）文化財のまちＰＲグッズ等販売 

    市内の文化財をＰＲするグッズを市内書店等に委託して販売を行った。   

 

③ ふるさと歴史学習館事業 

（ア）ふるさと歴史学習館展示 

常設展示室と企画展示室、エントランスなどで、延べ 5 回の展示を実施した。 

＜常設展示（季節入れ替え）＞ 

「御殿飾りのお雛さん」：2 月 25 日（木）～3 月 31 日（水）期間中入館者数 379 人 

＜企画展示室展示＞ 

「飛鳥・奈良時代の暮らし 玄理ゆかりの郷 高向」：前期 5 月 26 日（火）～6 月 20 日（土） 

後期 7 月 25 日（土）～8 月 30 日（日） 期間中入館者数 472 人 

「秋祭りの道具展」：10 月 17 日（土）～11 月 29 日（日）、期間中入館者数 702 人 

「歴史発見三題２０２０」：前期 6 月 24 日（水）～7 月 19 日（日）、期間中入館者数 163 人 

「日本遺産巡回展示」：3 月 27 日（土）～3 月 31 日（水）期間中入館者数 37 人  

※令和 3 年 6 月 24 日（木）まで、緊急事態宣言等による臨時休館を除き展示を継続 

（イ）ふるさと歴史学習館の体験・講座 

歴史体験学習は 6 月 16 日（火）より再開し、8 メニューのうち、勾玉（子持ち勾玉は除く）、 
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ミニ石包丁、型紙のしおりの 3 メニューに限定して実施した。期間中体験者数 344 人 

出張体験学習は、千歯こき・足踏み式脱穀機等の歴史体験を 2 件実施した。 

千代田中学校支援学級 10 月 20 日（火） 体験者数 13 人 

堺市登美丘西こども園 11 月 12 日（木） 体験者数 26 人 

（ウ）ふるさと歴史学習館連携事業関係 

「Waku Waku Village!英語で Go!」への参加：11 月 1 日（日）  

関西文化の日共催事業への参加：11 月 14 日（土）～15 日（日） 

かわちながの観光キャンペーンへの参加：8 月 12 日（水）～11 月 30 日（月） 

（エ）ふるさと歴史学習館施設管理運営業務 

市内で行った発掘調査の整理作業と共に、市民の郷土理解を深めるため、歴史・芸術・民 

俗などに関する資料を収集し、保管・展示を行った。展示など館運営にはボランティアの協力

を受け、入館者は 3,037 人であった。 

収蔵資料の管理に万全を期すため、防犯カメラの設置を行った。 

※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4 月 1 日（水）～5 月 17 日（日）まで臨時休館。

再開時は、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を行った。 

（オ）館蔵品その他の保存修理等 

引札の保存修理等を行い、収蔵資料の燻蒸を行った。 

（カ）PR 事業 

学習館の誘導用案内看板について、学習館周辺にて 12 箇所設置取り付けした。 

 

⑤  河内長野市指定文化財旧三日市交番活用事業 

河内長野市指定文化財旧三日市交番について三日市小学校区連合町会との協働によって施設の

管理・運営を行い、施設内でのパネル展示、文化財展示を行った。  

（ア）河内長野市指定文化財旧三日市交番管理事業 

開館日数 73 日 入館者数 1,228 人 

   ※新型コロナウイルス感染拡大防止のため、4 月 1 日（水）～6 月 19 日（金）、1 月 10 日（日）

～3 月 19 日（金）は臨時休館。再開時は、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策を行った。 

（イ）秋期特別開館「高野街道今昔物語」10 月 24 日（土）～11 月 1 日（日） 

（ウ）第 1 期常設展「地域を守る～警察と消防のお仕事～」6 月 20 日（土）～9 月 27 日（日）       

（エ）第 2 期常設展「烏帽子形城とキリシタン」10 月 3 日（土）～1 月 9 日（土） 

（オ） 第 3 期常設展「古墳時代のリーダーが眠るまち 三日市」3 月 20 日（土）～3 月 31 日（水） 

 

⑥ 日本遺産事業 

日本遺産フェスティバル IN 今治に参加し、認定されたストーリーを PR するブースを設けた他、

以下の事業を行った。 

（ア）「中世に出逢えるまち」関連事業 

 地域に暮らす人々が今日まで大切に護り継いできた日本遺産ストーリーの構成要素である歴史

文化遺産を普及啓発することを目的として小学生を対象に「柚子みそづくり」の普及啓発を行い、

また構成文化財を紹介するパネル展を実施した。 

（イ）「女人高野」関連事業 

日本遺産ストーリーを活かした地域の魅力の創造と地域の活性化を目指すため、奈良県宇陀市・
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和歌山県九度山町・高野町と連携して進めてきた日本遺産認定申請活動が実を結び、6 月 19 日付

で新たな日本遺産として文化庁から認定を受けた。これに伴い、２市２町で立ち上げた協議会の活

動として日本遺産ストーリー構成要素の調査研究を行ったほか、宇陀市で講演会を行い、九度山町

にて講演会を収録し、連携市町の住民にネット発信した。 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 国、府、市の指定文化財について、補助の在り方について検討を行いつつ、引き続き、国、府と連

携して適切な管理、修理事業を実施する。 

□ 令和元年度に策定した「河内長野市文化財保存活用計画」に基づき、本市の歴史文化遺産の保存と

活用を進める。 

□ 未調査の文化財について調査を進め、必要に応じて文化財保護審議会に諮問し、答申を得て、指定

を行う。 

□ 市内の文化遺産を教育分野、観光分野、景観分野、まちづくり分野で活用を進めるために、今後も

継続して公開、講演会等の開催を行っていく。 

□ ふるさと歴史学習館等の施設において、歴史文化遺産の普及啓発を進めるため、各施設の特性を生

かした展示・体験メニュー等、多くの人にとって魅力ある企画の立案を行い、事業を実施していく。 

□ 文化財修復資材の地産地消を推進するため、茅や檜皮等の植物性屋根材の資材確保、檜皮採取や茅

刈りの後継者育成を実施する。 

□ 日本遺産３つの認定に伴い、構成文化財を活かした取り組みや市内外への普及啓発活動を進める。 

□ 市域の祭礼や伝統行事について総合的に調査を進めデータベースを作成し、集成した情報の活用方

法を部内プロジェクトで検討し、提案事項をもとに活用コンテンツの作成を行う。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 11 保幼小連携による幼児期の教育の充実       担当：教育指導課 

 人間形成の基礎を培う重要な幼児期の教育を充実させるため、「幼稚園教育要領」や「保幼小連

携型認定こども園教育・保育要領」及び「幼児教育推進指針」、「保育所保育指針」、「河内長野市幼

児教育推進指針」の趣旨を踏まえ、幼児期の教育に関連する機関や組織が連携し、家庭や地域と力

を合わせて子どもを育てることが必要です。 

そのため、幼児の生活、発達や学びの連続性を踏まえ、本市の幼児期の教育の中心的役割を担う

幼稚園および保育所（園）、認定こども園が、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細やかな教

育の充実に努めるとともに、小学校との円滑な接続を図ります。 

河内長野市公私立保幼小連絡会を中心に、幼児期の教育から小学校教育へのスムーズな接続に向

けて取り組みを推進します。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．保幼こ小連携の充実と「河内長野市幼児教育推進指針」をふまえた取組みの推進 

  市公私立保幼小連絡会を中心に幼児教育の充実を図り、『幼児期の終わりまでに育ってほしい

１０の姿』をふまえ、基本的生活習慣、コミュニケーション能力、自己肯定感、規範意識等を身

につけた園児・児童の育成をめざします。そのために、府認定の幼児教育アドバイザーの活用を

図ります。 

  また、幼保こ及び保幼こ小の連携・交流の充実を図り、幼児教育から小学校教育へのスムーズ

な移行を意識したカリキュラムをふまえた教育・保育を推進します。  

 

２．障がいのある幼児のスムーズな就学にむけての取組みの推進 

  市教育支援委員会を中心に、各園及び他課、関係機関等との連携を図りながら、配慮の必要な

幼児や障がいのある幼児のスムーズな就学に取り組みます。 

  また、幼児期からの一貫・連続した支援が提供できるよう、サポートブック「はーと」を活用

した就学相談や巡回相談を実施し、保護者に寄り添った支援の充実に努めます。 

【事業名：支援教育推進事業（小）】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 公私立保幼こ小連絡会を 11 月 13 日に開催した。小学校と公私立保育所・認定こども園・幼稚

園との連携を深め、相互理解が深まった。 

□ 幼児期と児童期のつながりやそれぞれの授業や保育に関する理解が深めるために、小学１年生

の授業参観および討議会を実施予定であったが、新型コロナウイルス感染症対策に伴い中止とし

た。 

□ 公私立の保育所・認定こども園・幼稚園等、幼児の教育、就学前の子育てに携わる関係機関と

積極的な情報交換や相互の情報提供を行った。 
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□ 公私立の保育所・幼稚園へ訪問し、配慮の必要な幼児や障がいのある幼児の情報を共有しスム

ーズな就学について取り組んだ。 

 

各事業の実績等 

公私立保幼小連絡会の取組み 

 公私立保幼小連絡会 令和２年１１月１３日（金） 

内容 「協議：コロナ禍における、よりよい連携のあり方について」 

 

学校園での取組みについて 

・ 小学校への就学に際して、各保育所・認定こども園・幼稚園と各小学校の連携が深まり、きめ

細やかな支援が進んだ。 

・ 各小学校では、入学した児童がより早く学校生活に慣れるよう、生活科を中心に、「学校たんけ

ん」等に取り組むなど「スタートカリキュラム」の実践検証を行った。 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 新しい幼稚園教育要領、幼児教育推進指針等がめざす「幼児期の終わりまでに育ってほしい１

０の姿（※）」を共有し、「幼小連続プログラム」に基づく教育活動の報告会や公開授業・保育の

実施により、公私立保幼こ小連絡会や合同研修会の内容の充実を図る。 

□ 保育所(園)・認定こども園・幼稚園が、小学校入学前のアプローチ期間に「幼小連続プログラ

ム」の実践を通じ、幼児教育の質の向上を図る。 

□ 公私立保育所（園）・認定こども園・幼稚園と小学校のスムーズな接続のため、市内の公私立

保育所（園）、幼稚園及び認定こども園と連携して「幼児教育推進指針」に基づいた取組みを進

める。 

※ 幼児期の終わりまでに育ってほしい１０の姿 

１．健康な心と体 

２．自立心 

３．協同性 

４．道徳性・規範意識の芽生え 

５．社会生活との関わり 

６．思考力の芽生え 

７．自然との関わり・生命尊重 

８．数量・図形、文字等への関心・感覚 

９．言葉による伝え合い 

１０．豊かな感性と表現 

（文部科学省教育課程部会幼児教育部会 平成２８年８月２６日 幼児教育部会における審議

の取りまとめについて（報告）より抜粋） 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 12 豊かな未来を築く力を育む小中一貫性のある指導体制の充実 担当：教育指導課 

 昨今、中学校入学後、学校になじめず、不登校になったり学習意欲が低下したりするなど中１ギャッ

プの問題が指摘されています。 

この段差解消のためには、学校教育では、小中それぞれの校種だけで子どもを育てるのではなく、小

中９年間の教育の連携が必要であり、教育目標の共有化と、指導の一貫性や系統性を図る体制づくり等

が必要です。 

 そのため、市内全中学校区で展開している小中一貫教育推進事業をさらに推進し、豊かな未来を築く

力をつけるべく、言語活動の充実を基本とした学力向上を柱に据え、小中学校において小中一貫カリキ

ュラムの実践とさらなる充実を図ります。 

 また、「河内長野市学校のあり方の方針」を踏まえ、施設一体型小中一貫校など、より教育効果の高

い学校の設立についての準備を進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．「めざす子ども像」の共有と学力向上を柱とした小中一貫教育の推進 

めざす子ども像を共有することにより、小中一貫した生活スタンダードや授業スタンダードを推進

し、教員や児童生徒が“日常的につながる”を一層推進する中で、不登校やいじめ等の課題解決を図

ります。そのためにも、道徳・人権教育の研究授業に中学校区として取り組みます。 

  また、外国語科をはじめとし、可能な限り中学校教員による乗り入れ授業等を実施するとともに、

言語能力の育成と主体的・対話的で深い学びの観点を踏まえ、授業改善を図るための学力向上に係る

授業研究を進めます。 

  年度後半には、中学校区ごとに成果報告会を実施し、中学校区の教職員が小中一貫教育のこれまで

の取組みの成果と課題、さらに今後の取組みの共有に努めます。 

  【事業名：小中一貫教育推進事業】 

 

２．教育効果の高い学校のあり方についての研究の推進 

  学校規模に応じたメリットや地域の実情に応じた教育活動を進めます。 

  また、小規模化する学校の活性化や指導内容の充実に向けて、「河内長野市学校のあり方の方針」

を踏まえ、施設一体型小中一貫校の設立に向けた準備を進めます。 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 小中一貫教育推進事業において平成25年度に作成した小中連続カリキュラム「つながりアップ・カ

リキュラム」の修正に取組み、系統的な指導方法の研究を進めた。 

□ 各中学校区において、人権教育・道徳教育での小中合同研究授業を実施し、中学校区でめざす子ど

も像の共有を図るとともに、教職員の授業改善を図った。 

□ 小中学校合同行事の実施などを通じて、各校の教職員間で児童生徒に対する理解が相互に深まっ
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た。 

□ 同一中学校区内の小中学校間で、相互に乗り入れ授業等を行い、授業での子どもたちへの指導を通

して、小中学校の教員が、児童・生徒それぞれに対する理解を深めた上で、効果的な教科指導や学習

規律の確立、生活・生徒指導を行った。 

□ 中学校の教科担任制に備えて、小学校で一部の授業の教科担任制に取り組んだ。 

□ 市内小中学校に大学から、児童生徒への学習支援や学校行事補助として、インターンシップ及びボ

ランティアの学生を受け入れ、連携を深めた。 

 

各事業の実績等 

１．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校園づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長を図

る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 小中一貫教育推進事業 

義務教育 9年間の連続した学びの実現、小学校と中学校のスムーズな移行を図るため、めざす

子ども像の共有化、小中乗り入れ授業、小中一貫連続カリキュラム(つながりアップカリキュラ

ム)の改定、ふるさと学（小学 5 年～中学 1 年にかけて自然､歴史､伝統文化等の視点から地域の

よさを学び考える）、小学校英語活動と中学校英語をつなぐ一貫性のある指導、小学校高学年か

ら交換授業を含めた一部教科担任制、各校への小中一貫コーディネーター配置による小中一貫連

絡会の開催、小中一貫した生徒指導、小中一貫教育にあたる教員の授業時間軽減のための非常勤

講師(マイタウンティーチャー)の配置を行った。 

 

令和２年度研究授業実績 

・人権教育（中学校区で１校、参加対象は中学校区全員、討議会あり） 

・道徳教育（中学校区で１校、参加対象は中学校区道徳担当と授業校全員、指導助言あり） 

・英語（全中学校、参加対象は中学校区英語担当者、指導助言あり） 

・学力向上（全小中学校、参加対象は中学校区学力向上担当者、指導助言あり） 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 中学校区でめざす子ども像の共有を進め、各中学校区における課題の共有化を図り、課題解決に向

け、さらに連携を深める。 

□ 「つながりアップ・カリキュラム」について、全小中学校教職員が９年間のつながりだけでなく、

教科横断的な視点に立ったカリキュラムに関する理解を深める。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 13 家庭・地域との協働による学校づくりの推進 担当：教育指導課 

今、子どもの豊かな育ちと学びを創造するために、学校と家庭・地域とがそれぞれ責任を持って相互

に協力し合い、子どもたちを育む風土を醸成していくことが求められています。 

 そのため、地域総ぐるみのより良い教育の実現に取り組むことを目的として、全小学校では、家庭・

地域との協働による学校運営協議会を設置し、学校運営を行っています。各小学校では、学校の状況や

地域の実態に応じた取組みが行われておりますが、今後ますます内容を充実させていくためには、学校

に関わっていただける地域の参画者の拡大に、どのように取り組んでいくかが各学校に共通の課題で

す。 

具体的には、学校から家庭や地域に対する積極的な情報発信を進め、その内容がどのように受け止め

られているかを確かめるとともに、学校の教育活動に参画してくださる方々の交流の促進を図ります。

また、現在小学校に設置している学校運営協議会については、今後、小中一貫教育と連動させながら、

中学校区としての課題解決に向けた組織づくりを進めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．学校運営協議会の充実 

  小学校では、学力向上や体験活動など、各学校の教育課題を、教職員と学校運営協議会委員が共有

し、課題解決に向けて、教育活動の質的向上を図れるよう取り組みます。 

  また、中学校では、各校にてプレ委員会を開催し、その中で、中学校の課題解決に向け､学校運営

協議会の効果的な進め方について協議を行い、令和３年度の中学校学校運営協議会本格実施に向けた

取り組みを進めていきます。 

【事業名：学校運営協議会事業】 

 

２．教育コミュニティづくりの推進 

  地域、家庭、学校のそれぞれの教育における役割と責任を明確にし、互いに補完し合いながら地域

総ぐるみで子どもを育てる土壌づくりを推進します。 

【事業名：学校運営協議会事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 学校運営協議会制度を全小学校で実施し、それぞれの小学校の学校運営における諸課題に対応した

活動を進めた。 

□ 各協議会において会議を実施し、実行委員会の活動により、授業への支援、遠足や校外学習の補助、

放課後学習の実施や学習園・花壇の整備、防災訓練への参加など、円滑な学校運営と児童の教育の充

実のための取組みを進めた。 

□ 家庭および地域に配布する学校だより等に、学校運営協議会の活動を紹介するなど、学校運営に対

する地域や家庭の理解が深まった。 
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□ 各中学校で学校運営協議会のプレ委員会を実施し、令和３年度の中学校学校運営協議会実施に向け

ての取り組みを進めた。 

 

各事業の実績等 

１．開かれた学校推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

学校と保護者・地域との信頼関係を深めるとともに、地域と学校が相互に教育力を高め、子ども

たちの豊かな学びと育ちの環境をつくる。 

 

(2) 令和２年度の実績 

 学校運営協議会事業 

市立全小学校に設置し、家庭・地域が積極的に学校運営に参画する学校運営協議会において、

家庭や地域社会と一層の連携を図りながら、学校運営の充実に取り組んだ。 

各学校運営協議会の運営に関すること、教育上の諸問題に関する連携、情報収集及び情報提供

等に関することについて研究協議する学校運営協議会連絡会議の開催を通して各学校運営協議

会の充実に努めた。 

保護者や地域に信頼される学校づくりの推進を図るため、市立全中学校に学校運営協力員を配

置し、子どもの様々な課題等に対応した取組みについて協議した｡ 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 各校におけるホームページの活用を進め、学校だより以外にも情報を積極的に発信し、地域や家庭

の理解をさらに深める。 

□ 実行委員会が実施する行事等への参加者による交流を深め、学校運営における課題を解決するため

の活動を進め、参画者の拡大を図る。 

□ 中学校区の小中学校のそれぞれの学校運営協議会の連携により、さらなる効果が上がるよう実践、

研究に取り組む。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 14 青少年の健全な成長を支援する体制づくり   担当：地域教育推進課 

 地域での人間関係の希薄化が進む今日の社会では、様々な機会を通じて青少年の健全な成長を支援

するため、青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と連携し、青少年の積極的な社会参加を促す体

制づくりが必要となります。 

 そのため、青少年指導員や青少年健全育成会を始め青少年の健全育成にかかわる市民や団体等と協

働し、青少年を育む地域での交流機会の充実や若者が自立するための支援策等を実施するとともに、

子どもたちの安全・安心を見守る施策に取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．青少年を育む地域での活動の深化 

  青少年指導員や青少年健全育成会、地域の子ども会とともに、青少年を育む地域での活動、若者

の活躍を深化させ、地域や学校とも連携し、体験活動やスポーツ大会等の様々な青少年育成事業を

実施します。 

【事業名：青少年健全育成事業】 

 

２．青少年の健全な成長を支援する体制づくり 

  若者が、自ら考え、自ら判断し、行動できる大人として、社会で活躍できるよう、社会参画を促

す体制づくりを目指します。 

また、ひきこもりに悩む青少年やその家族に対して、相談窓口を紹介するほか、社会参加のきっ

かけとなる居場所づくりを行います。 

【事業名：青少年社会参画推進事業、子ども若者育成支援推進事業】 

 

３．通学路等の安全確保や見守り活動の実施 

市内１３小学校の通学路を中心に青色回転灯付きパトロール車両を巡回させ、児童の安全確保を

図るとともに、犯罪の未然防止に努めます。 

【事業名：子ども見守りパトロール事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 社会参加の困難な若者をサポートする体制づくりに関して、協働事業提案制度における提案に基

づき、ＮＰＯ法人青少年自立支援施設淡路プラッツと協働でファーストステップトライアル事業を

実施した。ひきこもりやニートの若者を対象に、居場所づくりとしての生涯学習講座や農業体験な

ど１０回の体験教室等を開催し、社会参加に向けたきっかけづくりを行った。延べ参加者数は、４

１名であった。 

□ 声かけ活動ネットワーク事業の一環として、各校区の青少年健全育成会及び関係団体でパトロー

ルや「社会を明るくする運動」等を実施した。 
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 さらに、市広報紙では「こども 110 番月間」について周知するとともに、青少年健全育成標語募

集を市広報紙やホームページで行い、啓発活動を実施した。 

□ 悪意ある「大人の行為」を排除するため、「青色防犯パトロール車」による見回り体制を取り、

市内全域の通学路等の安全確保や、子ども見守り活動を実施した。 

□ 青少年指導員連絡協議会に引き続き委託し、青少年リーダー組織「リーディングパル」の活動を

支援した。リーディングパルの主な取組みとして、小学生を対象としたキャンプの企画・運営、自

治会やこども会などの地域団体への支援を行ったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、活

動自粛となった。 

 

各事業の実績等 

１．青少年社会参画推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

 次代を担う青少年の育成及び指導者としての資質の向上と担い手を増やすため、青少年指導

員連絡協議会に委託し、事業を行うことで、リーダー組織である「リーディングパル」の組織の

充実を図るとともに、リーダー（青少年）が自らの可能性やたくましく生きる力を身に付け、自

ら考えて行動できるような支援体制づくりを目的とする。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 宿泊体験事業 

主に小学生を対象とした宿泊体験事業を実施する中で、リーダー（青少年）や小学生が相互

に学び合うことを目的に実施する予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中

止となった。 

② 派遣依頼事業 

主に小学生を対象とした地域団体（青少年健全育成団体等）の活動の支援を行うことで、リ

ーダー（青少年）の地域社会での体験の機会が充実し、青少年の健全育成を促進した。令和２

年度においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響のため、派遣依頼が減少し１件の派遣と

なった。 

 

２．青少年健全育成事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

子ども自身の生きる力を育む取組みや、社会性に富んだ豊かな心を育む活動を推進するため、

本市の青少年育成団体で組織する青少年育成団体連絡会に事業を委託し、地域住民と協働しなが

ら、青少年健全育成活動の促進を図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

家庭や学校、地域社会が一体となって青少年の健やかな成長を援助する各中学校区青少年健全

育成会や青少年指導員連絡協議会等と連携し、地域ぐるみの青少年健全育成活動を啓発、推進す

るため、以下の活動を実施した。 

 

① 地域活動の活性化を図る活動 

家庭・学校・地域をはじめとする地域コミュニティによる活動として、各中学校区青少年健
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全育成会が主体となり、それぞれの地域性を生かしたイベントやウォークラリー、コンサート

等の青少年健全育成活動を展開する予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

事業が中止となった。 

 

② 青少年の夢と創造性を育む活動 

新しい時代の社会状況や課題に対応できる青少年を育成するため、野外活動やイベントを通

じて、青少年の社会性を育む活動を推進する予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大のた

め、下記の事業が中止となった。 

(ⅰ) 学びの森事業 

子どもたちが、自然の中で様々な活動に挑戦し、楽しさや困難さを仲間たちと分かち合う

ことで、創造力、 忍耐力、社会性を養い、問題解決の知恵と力をつけることを目的に実施。 

 (ⅱ) 第２８回青少年音楽フェスティバル 

日頃の音楽活動の成果を発表、鑑賞する場を提供することにより、音楽に親しむ喜び、楽

しさを仲間と共に分かち合うことを目的に実施。 

 

③ 青少年が健やかに育つ環境をつくる活動 

青少年が健やかに育つ環境づくりは、市民の理解と意識の高揚が必要であるため、地域全体

での取組みを行うための啓発活動を実施した。 

(ⅰ) 広く市民の意識の高揚と関心を深めるため、青少年健全育成標語の募集を行い、最優秀作

品として、「ディスタンス 心の距離は 密接で」を選定し、啓発用プレートを作成、配付

した。 

(ⅱ) 「こども１１０番の家」運動 

子どもたちを犯罪から守るため、「こども１１０番の家」プレートを製作、配布した。 

(ⅲ) 街頭パトロールの実施 

年間を通じて校区単位ごとに青少年の街頭指導を行った。また、関係機関と各校区合同で

長野、西代神社（えびすまつり）周辺パトロールを行う予定だったが、新型コロナウイルス

感染拡大のため、中止となった。 

 

３．子ども若者育成支援事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

社会環境の変化などで、ニートやひきこもりなどの、社会生活を円滑に営む上での困難を有す

る子ども・若者やその家族に対し、教育や福祉、医療、雇用など様々な分野の関係機関が連携し

て支援する体制を作るため。 

 

(2) 令和２年度の実績 

○ ファーストステップトライアル事業の実施 

   協働事業提案制度における提案に基づき、ＮＰＯ法人青少年自立支援施設淡路プラッツと協働

で実施した。 

   また、ひきこもり(※)やニートの若者を対象に、居場所づくりとしての生涯学習講座やボラン

ティア活動、職業体験などの取り組みを通じて、社会参加に向けたきっかけづくりを行った。延

べ参加者数は、４１名であった。 
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※ ひきこもり･･･ ふだんは家にいるが、「近所のコンビニに出かける」、「自室からは出るが、家

からは出ない」、「自室からほとんど出ない」に該当する人を「狭義のひきこもり」とし、「ふ

だんは家にいるが、自分の趣味に関する用事の時だけ外出する」に該当する人を「準ひきこも

り」と定義している。（平成 22 年子ども若者白書より） 

 

  ＜事業内容＞ 

日 時 内 容 場 所 参加者数 

令和２年 ７月３０日（木） 農業体験（農業） 日野地区（畑）   6 名 

令和２年 ８月２７日（木） 工作体験（アート） キックス   5 名 

令和２年 ９月 ９日（水） 農業体験（農業） 日野地区（畑）   4 名 

令和２年 ９月２４日（木） ヨガ体験（運動） キックス   2 名 

令和２年１０月１５日（木） 農業体験（農業） 日野地区（畑）   4 名 

令和２年１０月２９日（木） うどん作り（料理） キックス   6 名 

令和２年１１月１１日（水） 農業体験（農業） 日野地区（畑）   4 名 

令和２年１１月２６日（木） ウォーキング（運動） 滝畑ダム周辺   2 名 

令和２年１２月１７日（木） ガラスリース作り（アート） キックス   4 名 

令和３年 １月２８日（木） 卓球（運動） 大師総合運動場   4 名 

  

４．子ども見守りパトロール事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

登下校時の児童の安全を確保し、安全で安心なまちづくりに貢献する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

近年、児童を対象とした犯罪が多発し、児童の登下校などの安全・安心が脅かされていること

から、青色回転灯を搭載した「青色防犯パトロール車」２台を配し、令和２年４月から５月の小

学校分散登校中及び、新学期の始まる８月から９月の約２週間をかけて市内全域を早朝巡回し、

児童の登校の様子の見守り、地域で活動している「子どもの安全見守り隊」に声掛けを行う等、

児童の安全確保を行った。 

また、随時午後３時ごろから通学路等の安全確認を行い、児童の下校の様子を見守り、児童の

安全確保を行った。さらに、緊急事態宣言中においては、午後１時から５時にかけて、外出自粛

要請の呼びかけを行うため、市内を巡回した。 

その他、大阪府警察安まちメールにて、市内で不審者情報（児童被害）を確認した時は、直ち

に現場に向かい状況を確認するとともに、発生日から概ね３日間、周辺の重点パトロールを行っ

た。 
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今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 社会参加の困難な若者をサポートする体制づくりにあたって、潜在しているひきこもり等の若者

の掘り起こしが課題である。次年度以降もひきこもり等の居場所づくりや自立支援についての取組

みを進める。 

□ 青少年の非行を未然に防止するため、各校区の青少年健全育成会及び関係団体でパトロールや

「社会を明るくする運動」等を実施するとともに、市広報紙では「こども１１０ 番月間」につい

て周知し、青少年健全育成標語募集を市広報紙やホームページで行い、啓発活動を実施する。 

□ 引き続き悪意ある「大人の行為」を排除するため、「青色防犯パトロール車」による見回り体制

を取り、市内全域の通学路等の安全確保や子ども見守り活動を行う。 

□ リーディングパル等に参加している高校生・大学生が、就職活動等により活動への参加が難しく

なるなど、世代交代の周期が短い中で、組織運営の基盤を固めると共に、次代のリーダーの育成を

進める。 

 また、青少年が、自ら考え、自ら判断し、社会で活躍できるよう、その環境づくりについて、青

少年健全育成団体や、高校、大学との連携を進め、社会参画を促進する。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 15  子どもたちの放課後の育ちの保障 担当：地域教育推進課 

近年は、子どもたちが犯罪等に巻き込まれるケースの増加や、核家族化の進展、地域のつながりの希

薄化、共働き世帯の増加などが進んでおり、子どもたちの放課後の安全・安心な居場所の提供と生きる

力を育むための体験活動の機会を充実していくことが求められています。 

そのため、放課後児童会の適正な運営に努めるとともに、放課後子ども教室の充実に取り組み、新・

放課後子ども総合プランを推進します。 

また、市民やボランティア団体、大学等と連携し、子どもたちが様々な体験ができるような取り組み

を進めるとともに、より多くの参加を促すため、情報発信の強化にも取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．放課後児童会の適切な運営 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象として、適切な遊びや生活の場を提供し、児

童の健全な育成を図るため、市内１２ヶ所で放課後児童会を運営します。 

【事業名：放課後児童会運営事業】 

 

２．新・放課後子ども総合プランの充実 

放課後に子どもたちが安全で安心できる居場所として、余裕教室等を利用し、地域住民の参画も得

て、放課後子ども教室を実施し、様々な体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育みます。 

【事業名：放課後子ども教室事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 放課後児童会においては、開設時間の延長を継続して実現した。また休会日の短縮（１月４日・５

日の開設）を行い、市民のニーズ及び国の運営指針にあった運営を実現した。さらに、放課後児童会

の体制強化を図るため、リーダー制導入に向けた準備を進めた。 

□ 「放課後子ども教室」については、放課後の子どもたちの安全・安心な活動場所や居場所づくりの

ため、ボランティアなどの協力を得て運営を行い、地域社会全体で子どもの豊かな成長を育んだ。な

お、令和３年１月１５日以降に実施を予定していた放課後子ども教室については、新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため、すべて中止となった。 

□ 「駅前子ども教室」については、河内長野駅前を活動フィールドとして、日曜日にボランティアの

方々の協力を得て、街の中ならではの体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むことを目

的に、駅前子ども教室の開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止とな

った。 

 

 

各事業の実績等 



 

68 

 

１．放課後児童会運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生（１年生から６年生）に対し、保護者に代わって

適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図ることを目的に市内 12 ヶ所で放課後児童

会を運営。 

(2) 令和２年度の実績 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生（１年生から６年生）に対し、保護者に代わって

適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図ることを目的に実施した。 

令和２年度は、計３０クラス体制となったが、待機児童を出すことなく運営を行った。 

また、放課後児童会の平日夕方の開所時間の１時間延長と、土曜日、夏休み期間等の開始時間の

３０分の前倒しを継続した。また、前年度に引き続き１月４日・５日の開設を行い、安全で安心な

児童の居場所の確保の充実に努めた。 

児童会の運営を担う放課後児童会支援員については、会計年度任用職員を配置し、年間実施計画

に基づく研修を定期的に実施（月１回程度）することで資質の向上に努めた。 

また、障がいの程度に応じて、会計年度任用職員を児童会に加配し、障がい児に対するきめ細や

かな支援を行った。 

コロナウイルス感染拡大予防対策の為実施された４月から６月までの小学校臨時休校時におい

て、午後１時から放課後児童会の運営を行ったほか、コロナウイルス感染予防の為、放課後児童会

を１回も利用しなかった保護者に対しては、放課後児童会負担金を減免する措置を実施した（なお、

学校においては、放課後児童会入会者などを対象に、学校施設にて児童会開始までの預かり事業を

実施した）。 

 

＜児童会一覧＞ 

児童会名 
クラス

数 
児童数（内、土曜登録者数）（内、時間延長登録者数） 

千代田放課後児童会 ３ １２３名（ ４６名）（ ４０名） 

長野放課後児童会 ５ ２０１名（ ７８名）（ ４７名） 

小山田放課後児童会 ３ ９２名（ １９名）（ ２０名） 

天野放課後児童会 ２ ３８名（ １２名）（ １１名） 

高向放課後児童会 １ ３８名（ １４名）（  ６名） 

三日市放課後児童会 ４ １６２名（ ２７名）（ ３１名） 

加賀田放課後児童会 ２ ７４名（ ２３名）（ １６名） 

楠放課後児童会 ３ ９７名（ ２６名）（ １７名） 

石仏放課後児童会 １ ４５名（ １３名）（  ８名） 

川上放課後児童会 ２ ６７名（ １８名）（ １０名） 

美加の台放課後児童会 ２ ６５名（ １８名）（ １５名） 

南花台放課後児童会 ２ ７３名（ ３２名）（ １７名） 

合  計 ３０ １，０７５名（３２６名）（２３８名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和２年５月１日現在） 
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２．放課後子ども教室事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

放課後の子どもたちに安全・安心な活動場所を設け、ボランティアの方など地域社会全体で子ど

もの豊かな成長を育む。 

 

(2) 令和２年度の実績 

放課後主に５時間目終了後、子どもたちに安全・安心な活動場所を設け、地域の方々の協力を得

ながら工作やレクリエーション、手話教室等、様々な体験の機会を提供する「放課後子ども教室」

を市内全１３小学校で開催した。 

また、放課後子ども教室への参加は、事前申込制で、参加費用は無料。 

なお、令和３年１月１５日以降に実施を予定していた放課後子ども教室については、新型コロナ

ウイルス感染拡大防止のため、すべて中止となった。 

 

＜放課後子ども教室実施状況一覧＞  

実施場所 実施曜日 実施回数 対象学年 
延べ参加者数 

（平均参加者数） 

天 見 小 学 校 隔週 金曜日    4 回    1～3 年生    72 名（18名） 

石 仏 小 学 校 隔週 木曜日    1 回     2 年生    18 名（18名） 

天 野 小 学 校 隔週 火曜日    1 回     2 年生    12 名（12名） 

南 花 台 小 学 校 隔週 木曜日    1 回     2 年生    14 名（14名） 

美 加 の 台 小 学 校 隔週 木曜日    1 回     2 年生    26 名（26名） 

川 上 小 学 校 隔週 火曜日    1 回     2 年生    22 名（22名） 

小 山 田 小 学 校 隔週 金曜日    1 回     2 年生    18 名（18名） 

高 向 小 学 校 隔週 金曜日    1 回     2 年生    15 名（15名） 

千 代 田 小 学 校 隔週 金曜日    1 回     2 年生    30 名（30名） 

加 賀 田 小 学 校 隔週 木曜日    1 回     2 年生    14 名（14名） 

楠 小 学 校 隔週 金曜日    1 回     2 年生    24 名（24名） 

長 野 小 学 校 隔週 木曜日    0 回     2 年生    0 名（ 0名） 

三 日 市 小 学 校 隔週 木曜日    1 回     2 年生    37 名（37名） 

合  計    15 回     302 名（20名） 
 

３．駅前子ども教室事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

河内長野駅前という実際の街の中を活動フィールドとして、年２回日曜日に、ボランティアの方

の協力を得て、街の中ならではの体験活動を提供し、子どもたちの主体性や創造力、コミュニケー

ション力といった「生きる力」を育むことを目的とする。 
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(2) 令和２年度の実績 

河内長野駅前を活動フィールドとして、日曜日にボランティアの方々の協力を得て、街の中なら 

ではの体験活動を提供し、子どもたちの「生きる力」を育むことを目的に、駅前子ども教室の開 

催を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、中止となった。 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 放課後児童会へ高まるニーズに対応するため、放課後児童会の環境整備や就労条件の向上、体制強

化に務める。 

□ 厚生労働省令に基づき制定した放課後児童会設置基準条例の基準を遵守し適正な運営を行う。 

□ 放課後子ども教室において、子どもたちへの魅力ある教室実施、運営を行っていく一方で、地域ボ

ランティア・団体の活動機会の増加促進を図る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 16 家庭の教育力の向上 担当：地域教育推進課 

 近年、核家族化の進展等により、家庭における教育の機会が少なくなってきていると言われています。 

また、家庭だけでの子育てが大きな負担となっていることから、地域ぐるみで子育てをサポートする

市民主体の活動を推進し、更なる地域ぐるみの子育て支援が求められています。 

 そのため、大阪府教育委員会が作成した「親(おや)学習(がくしゅう)(※)プログラム」に基づき、本

市独自の体制である「親楽習(おやがくしゅう)」事業を展開していきます。また、保護者をはじめ、祖

父母世代や地域住民、将来の親世代となる小中学生を対象とした家庭における教育の重要性について理

解が深まるよう、学習機会の提供に努めます。 

また、地域ぐるみの市民主体による取組みとして「河内長野親力(おやりょく)(※)推進協議会」の活

動支援など、市民・地域ととともに、子育てを支援する人間関係づくりを醸成します。 

 

※ 親(おや)学習(がくしゅう)：子どもの成長とともに親自身がまなび、育っていくこと 

親力(おやりょく)：子どもを育て、包み、伸ばす親の総合力 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．家庭教育講座や親(おや)学習(がくしゅう)などの学習機会の提供 

各小中学校園の場で家庭教育講座を開催します。 

また、保護者や小中学生を対象とした「親楽習(おやがくしゅう)」講座を実施し、家庭における教

育の重要性について理解が深まるよう、学習機会の提供に努めます。 

【事業名：家庭教育・子育て支援事業】 

 

２．市民主体による「親力(おやりょく)推進協議会」の活動支援 

市民主体による子育て支援の輪を広げるため、「親力(おやりょく)推進協議会」の活動を支援しま

す。 

  【事業名：家庭教育・子育て支援事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 学齢期の保護者に対して親学習講座の実施を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止の

ため、すべて中止となった。 

□ 中学校で、将来親となる準備期の児童・生徒を対象に親学習を実施した。 

□ 家庭、地域、学校が連携しながら、家庭の教育力向上、地域の教育力の向上をめざしていくための

協議及び活動等を行った。 

□ 中学校で、家庭教育講座を実施した。 

 

各事業の実績等 
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１．家庭教育・子育て支援事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

家庭での教育力の向上のため、地域での子育てを支援する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 学校における家庭教育講座事業 

 ・学齢期の保護者に対する家庭教育講座の実施 

  ２回 

  参加人数 おとな４３名 子ども３２３名 

【新型コロナウイルス感染拡大予防の為中止した講座】５回 

1/15  美加の台小 

1/29  川上小 

2/2  天野小 

2/12  高向小 

2/12  加賀田小 

 

② 親楽習事業 

・小中学生に対する親楽習講座の実施 

 小学校０回 

 中学校１回（加賀田中１年） 

保護者０回 

 

２．家庭教育支援推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

社会教育委員会議から提案された「親学・家庭教育支援について～今後取り組んでいくべきこと

～」を実施していく。 

 

(2) 令和２年度の実績 

平成 24 年度に社会教育委員会議から提案された「家庭教育支援の今後の方策」の実現にむけて、

「親力推進協議会」を発足させ、市民レベルで家庭教育支援に取り組み、家庭や地域の教育力の向

上を目指すため、その取り組みを広く市民に周知等を行った。 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 子どもたちが親子の関係や親になることについて考える機会を持てるよう、引き続き各学校で親学

習講座を実施する。 

□ 大阪府の親学習の目標は、「保護者に対する親学習を小学校数以上実施する」としており、今後は、

保護者向けの親学習講座の回数をさらに増やす取組みを進める。 

□ 「活動中の親学習リーダー」について、ファシリテーション(※)能力の向上や子育ての現状の理解

等、今後のスキルアップが必要であることから、大阪府の研修などを通してさらなる研鑽の機会を提

供する。 

□ 「親力推進協議会」は、家庭教育を支援するために、保護者だけではなく、家庭・地域・学校が連
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携し、「地域の子どもは地域で育てる」という意識を共有できるような取組みを進める。 

 

※ファシリテーション： 発言や参加を促し、話しの流れを整理すること 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 17 地域総ぐるみで子どもを守り育む環境づくり 地域教育推進課 

近年、市民の価値観やライフスタイルの多様化、核家族化などの急激な社会変化によって、学校が

様々な課題を抱えるとともに、学校に対して家庭や地域から過剰な役割を求める声が多く寄せられて

います。このような状況のなかで、学校だけが役割と責任を負うのではなく、これまで以上に学校、

家庭、地域の連携協力のもとで進めていくことが不可欠となっています。 

そのため、学校教育と社会教育（家庭教育を含む）とが相互補完的に協力し合う関係づくりの学社

連携、学校教育と社会教育が部分的に重なり合う関係づくりの学社融合の推進・充実に努めます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．学社連携・融合事業の推進 

  学校教育において、社会教育と連携した教育活動が推進できるよう、各種の教育課程に事業を組み入

れ、社会教育活動を展開する団体等と学校とのコーディネートを行っていきます。 

【事業名：地域学校協働活動推進事業】 

 

２．地域学校協働活動推進事業の実施 

  幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核と

した地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して様々な活動を実施

します。 

【事業名：地域学校協働活動推進事業】 

 

３．子どもの体験活動機会の提供 

  地域住民が中心となって、学校の週休日などに、子どもの様々な体験活動を提供し、子どもたちが地

域の大人から技術や知識を学ぶとともに、ものの考え方や生活習慣などを学ぶ機会を提供していきま

す。 

【事業名：土曜学習事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

□ 楽習室の円滑な実施のため、実施主体である「楽習室実行委員会」への支援を行い、予定をしていた

が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、すべて中止となった。 

□ 地域全体で学校教育を支援するため、学校と地域との連携体制の構築を図り、地域住民が学校支援コ

ーディネーターとして活動するための体制を整備した。 

 

各事業の実績等 

１．地域学校協働活動推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 
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学校教育と社会教育（家庭教育を含む）とが相互補完的に協力し合う関係づくりの学社連携、学校

教育と社会教育が部分的に重なり合う関係づくりの学社融合の推進・充実を図る。 

 

(2) 令和２年度の実績 

地域全体で学校教育を支援するため、学校と地域との連携体制の構築を図り、地域住民が学校支援

コーディネーターとして活動するための体制を整備した。各中学校区に学校支援地域本部をはじめと

する地域住民の交流・活動の拠点づくりを整備することで、「あいさつ運動」「清掃活動」等、学校と

地域の連携活動の打ち合わせや、学校支援コーディネーターが学校と地域の窓口としての活動を行う

上でより動きやすい環境づくりができた。 

また、地域の方々の「読みきかせ」や「昔遊び」等の体験交流活動を行う場として活用する等、「見

守り隊」や「学校支援ボランティア」等も含め、地域の方々が様々な活動を通じて学校を支援するた

めの体制が構築された。 

 

２．土曜学習事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

学校と家庭・地域社会が連携を深め、互いの教育力を活用しながら、その向上を図っていくため、

大人と子どもがともに学ぶ場を提供するための環境づくりを進める。 

 

(2) 令和２年度の実績 

土曜日を中心に学校の教室や体育館を使って、子どもと大人が共に楽しく学ぶ場を提供する楽習室

を円滑に実施するための環境づくりや、実施主体である「楽習室実行委員会」への支援を行う予定を

していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、すべて中止となった。 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

□ 学校教育と社会教育（家庭・地域教育）の双方のニーズに合った事業をコーディネートし、学校を支

援する。 

□ 学校・地域・家庭が連携を深め、互いの教育力を活用しながら、その向上を図るため、大人と子ども

がともに学ぶ環境づくりを推進する。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 18 安全・安心な学校施設の維持・充実       担当：教育総務課 

学校施設は、児童生徒が一日の大半を過ごす学習・生活の場であり、豊かな人間性を育む

ための教育環境として重要な役割を果たしています。また、災害時には避難所になるととも

に、今後は余裕教室などを地域コミュニティや地域の人々の学びの場としての活用なども期

待されることから「河内長野市学校のあり方の方針」に基づき検討を進めていく予定です。 

また、一方で、学校施設のほとんどが、建築後３０年を超え、老朽化も進んできています。

そのため、児童生徒をはじめ、学校を利用するすべての人々にとって、学校が安全で安心な

施設として機能するように、耐震対策や長寿命化および危機管理の充実等の学校施設の維

持・充実に取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．学校施設の非構造部材の耐震化の推進 

学校施設の非構造部材(窓ガラス、外壁等)については、地震による飛散・落下等を防止し、

児童生徒等の安全を確保するため、全小中学校施設の非構造部材の耐震対策工事を計画的に進

めています。 

今年度については、石仏小学校、川上小学校、美加の台小学校、南花台小学校の校舎の耐震

対策工事を実施します。 

 【事業名：小学校大規模改造事業】 

 

２．学校施設のトイレの洋式化・乾式化整備の推進 

学校施設のトイレを洋式化・乾式化整備することにより、快適で清潔感のある良好なトイレ

環境の確保を図ります。今年度については、小山田小学校、高向小学校、千代田中学校のトイ

レを洋式化・乾式化するための工事を実施します。 

 

３．学校施設の老朽改修の推進 

経年による学校建物の損耗や機能低下に対する復旧措置を講じ、学校教育の円滑な実施に資

するとともに、建物の耐久性の確保を図るため、学校施設の老朽改修工事を計画的に進めてい

ます。今年度については三日市小学校における校舎の内装･外壁・建具改修工事を実施します。 

 【事業名：小学校施設設備改善事業】 

 

４．小学校校門の安全管理の推進 

児童の登下校の時間帯に合わせて、全小学校の校門に学校環境管理員を継続して配置し、学

校への不審者等の進入の抑制に努めます。 

また、学校環境管理員不在時には、校門に設置したカメラ付きインターホン及び電子錠によ

り、職員が来校者の確認を行い、不審者の侵入を抑制します。 

 【事業名：学校運営管理事業（小）】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 
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 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 令和２年度は石仏小学校、川上小学校、美加の台小学校、南花台小学校の非構造部材耐震対

策工事を実施した。 

  また、トイレの洋式化・乾式化整備、及び老朽改修については、騒音・振動を伴う解体工事

があるため、子どもたちの良好な教育環境の確保の観点から、本来、夏季休業期間で実施する

ところであるが、新型コロナウイルス関連肺炎への感染防止のため、夏季休業期間が大幅に短

縮されたことから、令和２年度においては実施できなかった。 

各事業の実績等 

１．小学校、中学校施設改造事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

経年により通常発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置及び建物の用途変更

に伴う改装等の大規模改造を促進することにより、教育環境の改善を図り、学校教育の円滑

な実施に資するとともにあわせて建物の耐久性を図ることを目的とする。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 小学校施設大規模改造工事（非構造部材耐震対策工事） 

令和２年度は下記のとおり市立小学校４校の非構造部材耐震対策工事を実施した。 

工 事 名 工事請負費 

工事契約日 

工事着手日 

工事竣工日 

備 考 

市立川上小学校 

外 3 校非構造部材 

耐震対策工事 

27,150,200 円 

令和 2 年  6 月  3 日 

令和 2 年  6 月  4 日 

令和 2 年 10 月 23 日 

川上小学校、石仏小学校、南花台

小学校、美加の台小学校の非構造

部材耐震対策工事 

  

２．学校運営管理事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

全市立小学校の児童の安全を確保し、安全安心な学校環境とするため、学校環境管理員を

登下校時の小学校校門に配置するとともに、カメラ、インターホンと電気錠を組み合わせ、

学校の安全管理を推進する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

河内長野市シルバー人材センター、長野総合スポーツクラブへ委託する学校環境管理員を

登下校時の全市立小学校校門に配置し、各校における児童の安全確保に努めた。 

委託料 9,152,478 円 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 学校施設の施設設備改善工事については、新型コロナウイルスが原因の学校休業の影響を受

け、令和２年度内での工事ができなかったことから、国の事故繰越の承認を得て、令和３年度

に三日市小学校、小山田小学校、高向小学校、千代田中学校について学校施設の老朽化に対す
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る整備やトイレの洋式化・乾式化を実施し、教育環境の改善を図る。また次年度以降に整備対

象となる千代田小学校、石仏小学校、加賀田小学校、西中学校について、学校施設の老朽化に

対する整備やトイレ整備工事の設計を行う。 

□ 引き続き、全小学校の校門に環境管理員を配置し、学校への不審者等の進入の抑制に努め、

環境管理員不在時には、校門に設置したカメラ付きインターホン及び電子錠により、職員が来

校者の確認を行い、不審者の侵入を抑制する。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 19 学校教育を支える教育環境の維持・充実      担当：教育総務課 

近年の児童生徒を取り巻く社会環境は大きく変化し、児童生徒一人ひとりが、その変化に対応し、

21 世紀の情報化社会を生き抜く必要な知識や能力を身に着けることが必要です。 

そのため、情報化社会に対応する ICT 機器や教育委員会と全小中学校を繋ぐ教育情報ネットワー

ク、学校図書館蔵書管理システムの安定的な運用などを図り、教育内容の多様化にも対応できる質

の高い教育環境の維持・充実に取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．教育情報ネットワークシステムの充実及び運営管理 

市教育委員会と市立小中学校２０校を結ぶ教育情報ネットワークシステムの安定的な運用管理

を行います。 

また統合型校務支援システムの先行校（小学校２校、中学校２校）による試験稼働、令和３年

度からの後続校（小学校１１校、中学校５校）を含めた、本稼働に向けたシステム構築を実施し

ます。 

  【事業名：小学校教育情報化推進事業、中学校教育情報化推進事業】 

 

２．「ＧＩＧＡスクール構想」事業の推進 

  国が進める「ＧＩＧＡスクール構想」事業を推進すべく、児童生徒１人１台のＰＣ端末整備に

向け、校内通信ネットワーク整備を実施します。 

  また、国の財源が確保されれば、小学校５年生、６年生、中学校１年生に対し国庫補助対象数

のＰＣ端末の整備を実施します。 

  【事業名：小学校教育情報化推進事業、中学校教育情報化推進事業】 

 

３．学校図書館の充実 

国語力向上の基礎となる読書の重要性をかんがみ、児童生徒の自主的な読書活動の推進のため、

各学校の選書に基づき図書を購入し、文部科学省が定める学校図書館図書標準の維持を目指しま

す。 

また、学校図書館の蔵書の効率的・効果的な運用と、児童生徒の読書環境の整備のため、各小

中学校の学校図書館蔵書管理システムの安定的な運用管理を行います。 

  【事業名：小学校図書整備事業、中学校図書整備事業】 

  【事業名：小学校教育情報化推進事業、中学校教育情報化推進事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 各小中学校の ICT 機器の効果的な活用を図るため整備した、統合型校務支援システムの先行校

（小学校２校、中学校２校）での稼働を開始し、令和３年度からの全小中学校での校務電子化及
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び、令和４年度からの保健機能の電子化の準備を行った。 

□ コロナ禍における緊急事態宣言、学校の臨時休業等を受け、児童生徒１人１台のＰＣ整備を急

ぎ進め、令和２年１０月に全ての整備を完了し、学校の授業での積極的な活用や、持ち帰り学習

の練習等を実施した。 

□ 児童・生徒の自主的な読書活動を推進し、教育活動での利用に役立てるため、国の設定した「学

校図書館図書標準」の維持を目標に、各学校の希望に基づき図書の整備を行い、学校図書館の充

実を図った。 

 

各事業の実績等 

１．教育情報化推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

教育情報ネットワークを活用した学校間での情報共有を進め、教育活動の更なる推進を目指

し、小中学校ＩＣＴ環境の適切な保守・運用管理を実施する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① ＧＩＧＡスクール構想関係整備 

  ・市立小・中学校における校内ネットワーク環境の更新、充電保管庫の設置を実施した。 

    河内長野市立小・中学校校内ネットワーク構築業務      208,715,100 円 

  ・学習者用端末（Ｃｈｒｏｍｅｂｏｏｋ）を 5,586 台整備した。 

    河内長野市立小・中学校学習者用端末購入          266,061,180 円 

  ・臨時休業に備え、貸出し用モバイルル―タ、充電ケーブルを整備した。 

    家庭学習用モバイルルータ購入                7,530,600 円 

    学習者用端末充電ケーブル購入                3,080,000 円 

  ・学習者用端末のセキュリティ対策として、クラウド型Ｗｅｂフィルタリングソフト※を整

備した。 

    Ｗｅｂフィルタリングソフト利用料              2,752,134 円 

  ・学習者用端末を安定して稼働させるため市立小・中学校のインターネット回線の増強を実

施した。 

    小中学校学習者用端末回線利用料               7,865,000 円 

   持ち帰り学習の練習等を実施するため、モバイルルータ用ＳＩＭカードの整備を実施した。 

    ＳＩＭカード利用料                      405,642 円 

 

② 学校再開に伴う感染症対策・学習保障等に係る支援のための整備 

国庫補助金を活用し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による学校の一斉臨時

休業に係る対応及び臨時休業からの再開等を支援するため、各小中学校への備品及び消耗品

等の購入を行った。 

   ・教師用タブレット２００台等を整備した。            4,177,149 円 

   ・タブレット持ち帰り用カバン 1,000 個等を整備した。        467,610 円 

 

(3）河内長野市教育情報ネットワークシステム 

市立小・中学校に導入しているＩＣＴ機器の効果的な活用を図るとともに教育の質の向上と
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情報管理の一元化を目指し、学校間ネットワークとセンターサーバからなる市教育情報ネット

ワークシステムの運用を行った。 

   河内長野市教育情報ネットワークシステム機器賃借料       6,960,480 円 

 

(4）校務用パソコン等 

市立小中学教職員の教材等作成や校務処理の支援、及び教職員のＩＣＴ技術の向上を図るた

めに、整備している校務処理用パソコン等を活用した。 

   校務用パソコン等賃借料                    29,458,092 円 

また、小学校１３校、中学校７校の事務用パソコンについて、前賃貸借期間の満了に伴い、

５年間を期間として新たな賃貸借により整備をした。 

   河内長野市立小中学校事務用パソコン等賃貸借             543,840 円 

 

(5）教育用パソコン等 

文部科学省が推進する情報化に対応した教育を実現するため、「すべての小中学校が各学級の

授業においてパソコンを活用できる環境を整備する」ことを目標に整備した、各小中学校のパ

ソコン教室の活用を図った。 

   小中学校パソコン教室用パソコン等賃借料            29,913,456 円 

また、小中学校に整備した普通教室の天井吊プロジェクター及び、特別教室等に設置した大

型ＴＶと、小学校ではタブレット併用型ノートパソコン※、中学校においてはタブレットパソ

コンを使用し、授業への活用を図った。 

   ※ 賃借料については、校務用パソコン等賃借料に含む 

 

(6）統合型校務支援システム 

市立小中学教職員が利用する校務処理用パソコンにて、これまで紙面等で行っていた出席簿

や、通知票作成業務等の校務作業時間軽減を目的として、新たに統合型校務支援システムを導

入し、運用を行った。 

   校務支援システム賃借料                    4,819,320 円 

 

※ クラウド型Ｗｅｂフィルタリングソフト 

…有害なＷｅｂサイトの閲覧等を制御するためのソフトウェアで、クラウド型の場合、イン

ターネットに接続する場所（学校、ご家庭等）を問わず制御が可能。 

※ タブレット併用型ノートパソコン 

  …キーボート部分が着脱でき、用途に合わせてタブレット型、ノート型の使い分けが可能な

パソコン。 

 

２．小学校、中学校図書整備事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

計画的な図書の購入により、小中学校図書館を充実させ、子どもの読書活動の推進を図る。 

また、学校図書館蔵書管理システムの活用により、子どもの読書活動推進環境の充実に努め

る。 
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(2)令和２年度の実績 

① 市立小中学校図書館図書整備状況 

項  目 小学校 中学校 

令和２年度整備冊数 2,039 冊 2,697 冊 

令和２年度整備額 2,939,804 円 3,799,802 円 

令和２年度市立小中学校蔵書数 135,068 冊 93,158 冊 

学校図書館図書標準達成率 

118.27％ 

（基準冊数 114,200 冊） 

123.88％ 

(基準冊数 75,200 冊) 

千代田小  106.30% 長野中    120.70% 

長野小   109.80% 東中     108.90% 

小山田小  116.20% 千代田中   121.50% 

天野小   113.70% 西中     110.60% 

高向小   141.50% 加賀田中   107.20% 

三日市小  102.10% 南花台中   171.30% 

加賀田小  131.40% 美加の台中  151.10% 

天見小   129.00%  

楠小    114.00%  

石仏小   132.30%  

川上小   118.90%  

美加の台小 104.50%  

南花台小  153.20%  

 

② 学校図書館蔵書管理システム 

全市立小中学校において、学校図書蔵書管理システムの運用により、児童生徒の読書に対

する意欲を活性化させ、自主的な読書活動の推進に取り組んでいる 

また、システム導入により、次のような効果の促進向上が図られている。 

(ⅰ) 容易な「本の検索」により、児童生徒の読書活動や調べ学習の支援への貢献。 

(ⅱ) 本のバーコードと図書利用カードのバーコードのシステムへの読み込みにより、貸出・

返却作業時間の短縮による効率化。 

(ⅲ) システムの貸出・返却履歴データから児童生徒の興味のある情報を把握し、今後の蔵書

選択収集時への有効活用等。 

 

蔵書管理システム賃借料 

各小中学校へ蔵書管理システムを、賃貸借により整備した。 

内 容 小学校 中学校 

蔵書管理システム賃借料 1,095,276 円 589,764 円 

  

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 次年度においても、引き続き教育情報ネットワークの安定的な運用を行う。 

 また、統合型校務支援システムについて、令和３年度からの全小中学校での校務電子化を問題

なく実施し、令和４年度からの保健機能の電子化がスムーズに行えるよう準備を進める。 
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□ 引き続き、児童生徒 1 人１台の端末を活用した授業を積極的に進め、ＩＣＴ教育の充実を進め

る。 

□ 各学校図書館がより充実するよう、引き続き蔵書管理システムにより適正な蔵書管理を行うと

ともに、「学校図書館図書標準」の冊数を維持できるように図書を整備し、児童、生徒の読書環境

の充実を図る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 20 文化活動の活性化            担当：文化・スポーツ振興課 

市民団体等との連携により、文化事業や文化活動の普及に取り組んでいますが、より広範な市民が

自主的に参加、企画するとともに、「河内長野市第２期文化振興計画」に基づきより多くの市民が文

化・芸術活動に接する機会を拡大することによって、心豊かな暮らしづくりに寄与する必要がありま

す。 

 そのため、小中学校などの教育機関や、河内長野市文化連盟等の各種団体との連携により、市民の

自主的な芸術文化活動の発展や地域文化の振興を目指すとともに、小中学生をはじめ、市民だれもが

質の高い文化・芸術活動に触れる機会を提供します。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．古典に関する普及啓発事業の充実 

  郷土を愛する心を醸成し、人や地域とのつながりや絆を強めるため、古典講座を開催し、市民が

古典に触れる機会を創出します。 

  【事業名：文化振興事業】 

 

２．河内長野市文化祭の展開 

 市民の日頃の文化活動の発表の場として市民文化祭を開催し、文化活動の振興を図ります。 

  【事業名：文化振興事業】 

 

３．指定管理者制度による文化振興事業の推進 

  文化会館の効率的・効果的な管理運営をめざして、指定管理者制度による運営を行います。 

  また、事業内容を再検討した結果、指定管理者による文化振興事業は、舞台芸術事業としてミュ

ージカルを開催するとともに、かわちながの世界民族音楽祭は休止の上、過去に実施した「奥河内

音絵巻」事業を継承した取組みを実施します。 

  なお、文化会館は、建設後 29 年目を迎え、施設の老朽化が進んでいることから、設備を中心と

した大規模改修について、庁内組織で検討を進めます。 

  【事業名：文化会館管理運営事業】 

 

４．アウトリーチ事業の拡充 

  小中学校などにアーティストを派遣するアウトリーチ事業を実施し、文化活動に関する学習機会

の充実を図ります。 

  また、福祉関係機関等へのアウトリーチ事業も展開します。 

  【事業名：文化振興事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  
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令和２年度の取り組み及び成果 

□ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、古典の日普及啓発事業及び第 65回河内長野市文化

祭を中止した。これに代わる取組みとして、市内の文化団体を広く周知するチラシを作成し、全

戸配布を行うとともに、ホームページを開設し、活動情報の提供を行った。また、文化会館ホワ

イエで活動内容を紹介する展示を行った。 

□ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業の中止・延期を行ったことから、事業数や入

場者数が減少したが、「奥河内音絵巻」や「ラブリーホール・クリスマスイルミネーション 2020」

等、各種の主催･共催公演を実施した。 

 また、施設管理については、適切な管理と保全に努め、快適な設備環境の整備に努めた。 

□ アーティストを派遣するアウトリーチ事業について、教育分野として、小学校１校で実施した。

なお、社会福祉分野では、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業の実施を断念した。 

 

各事業の実績等 

１．文化振興事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

各種の文化芸術振興事業を通じて、市民が豊かな文化芸術的環境に身を置き、優れた文化活

動に触れることによって、心豊かな市民生活に寄与するために実施する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

①-1 文化祭事業（事業運営を河内長野市文化連盟に委託） 

市民が日頃行っている文化・芸術・芸能活動の成果を一般に公開し、市民文化の創造と振

興を図るために実施しているが、今年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止し

た。 

①-2 古典の日普及啓発事業（事業運営を同連盟に委託） 

古典の普及啓発及び継承を図ることを目的に開催しているが、今年度は新型コロナウイル

ス感染症拡大防止のため中止した。 

⇒ 今年度は、上記のどちらも中止になったことから、これに代えて、市民の文化活動の受

け皿となる市内の文化団体を広く周知するチラシを作成し、全戸配布を行うとともに、ホ

ームページを開設し、活動情報の提供を行った。また、文化会館ホワイエで活動内容を紹

介する展示を行った。 

② 奥河内アートエデュケーションプログラム事業 

奥河内という豊かな自然と芸術・美術の持つ力をコラボレーションさせ、「奥河内」や「教

育立市のまち河内長野」の魅力を発信するために実施しているが、今年度は新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止のため中止した。 

 

２．文化会館管理運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

本市文化活動の拠点である文化会館をその目的に合った効率的・効果的な維持管理・運営を

行うことにより、市民の文化芸術活動を推進する。また、文化施設の設備を良好な状態に保ち、

施設利用者の快適な環境を維持する。 
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(2) 令和元２年度の実績 

① 文化振興事業 

文化・芸術の香り高いまちづくりを総合的に推進し、市民の豊かな心と個性ある文化活動

を育むことを目的として、市立文化会館の指定管理委託に文化振興事業を含めて委託した。 

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業の中止・延期を行ったため、事業

数や入場者数が減少した。 

32 事業、244 公演・回 入場者数 13,083 名 

主な事業内容は以下のとおり。 

・河内長野発の優れた舞台芸術作品を創造し発信する事業（創造発信型事業） 

奥河内音絵巻 2020（9/12・13）等 

・市民との協働により芸術文化を創造する事業（市民参画型事業） 

ラブリーホール・クリスマスイルミネーション 2020（12/1～12/25）等 

・年間を通じて行う長期ワークショップ型事業（教室運営型事業） 

(R2 年度末生徒数）ミュージカルスクール(74 名)、ゴスペル教室 Make Us One(18 名)、 

のこぎり教室（7名）、フィドル＆伝統音楽教室（34 名）等 

・地域の芸術家を発掘し育成する事業（芸術家育成型事業） 

ロビーコンサート(中止)、ラブリーホール新人演奏会(中止) 

・多種多様な芸術文化に出会う機会を提供する事業（芸術文化普及型事業） 

シネマ deラブリー、カフェ・コンチェルト等 

・アーティストの派遣を通じて芸術文化に触れる機会を創出する事業（アウトリーチ事業） 

小学校 1校(1公演)への派遣 

・地域の芸術文化活動を多様な角度から支援する事業（芸術文化活動活性化支援事業） 

ラブリーホール市民芸術文化活動助成事業等 

② 文化会館管理運営業務 

文化をキーワードとする市民の参加、交流、創造活動の拠点として、また文化情報の発信

基地として、フレキシブルで効果的な管理・運営をめざし、公益財団法人河内長野市文化振

興財団を指定管理者として、管理運営を実施した。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、施設の臨時休館を行ったことにより、利用率

や利用者数が減少した。 

・施設の利用許可等に関する業務 

・施設及び付属設備、その他器具、備品等の維持管理に関する業務等 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 古典普及啓発事業として講座等を開催し、引き続き古典の魅力の普及啓発に努める。 

□ 本市の芸術振興を図るために、河内長野市文化連盟をはじめとした各種団体と連携し、芸術振

興事業の内容を充実し、市民による活動が拡大するように推進する。 

□ 市民に対して、質の高い文化・芸術にふれる機会を提供することにより、日々の生活を心豊か

にし、市民による自主的な文化・芸術の発展を促すことで、地域文化の振興を図る。 

□ アウトリーチ事業の内容の充実を図り、多くの市民が芸術や文化にふれる機会を創出するとと

もに、教育機関や福祉関係施設との連携を強化し、引き続き事業の推進を図る。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 21 市民のニーズに応じた学びの場や機会の提供と市民の学習活動支援体制の充実 

担当：文化・スポーツ振興課 

「河内長野市第２次生涯学習推進計画（くろまろ生涯学習プラン）」に基づき、河内長野市民大学

「くろまろ塾」を生涯学習推進の中心として、学びの場や質の充実に取り組んでいます。今後とも、

生涯にわたる学びの成果を社会や地域に活かしていくため、学習機会の充実や支援体制の整備が求め

られています。また同時にファシリテーター(※)能力等を備えた人材の育成や公益市民活動団体・地

域活動団体等の既存活動団体との調整・協働による地域力の向上が課題です。 

そのため、生涯学習を個人の生きがいや自己実現だけではなく、社会や地域に還元できるよう、ま

ちづくりや行政、団体等との協働を担う人材の育成や支援体制の充実に取り組みます。 

 

※ ファシリテーター: 会議やミーティングなど複数の人が集う場において、議事進行を務め、中立

な立場を守り、参加者の心の動きや状況を見ながら、プログラムを進行していく人。また、段取

り・進行・プログラムを鑑みながら、問題の解決や合意の形成に導く役割をする人。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．河内長野市民大学「くろまろ塾」を中心とした生涯学習の推進 

  市民大学「くろまろ塾」を中心に生涯学習の推進に努め、市民が学びを通じて地域社会へ貢献し、

まちづくりへ参画する生涯学習社会の実現を目指し、様々な講座等を実施します。 

  あわせて、生涯学習の推進を図るファシリテーター的な役割を担う人材の育成にも取り組みます。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

２．市民の自主的な学びの場や機会の充実 

  市民一人ひとりが、自らの意思に基づく学びの場を得られるよう、それぞれのニーズに応じた学

びの提供に努めるとともに、学習機会の充実のためのサポートを実施します。 

  【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

３．生涯学習情報の発信強化 

  学びやんネットや市ホ－ムページなどを通じて、広く生涯学習情報の発信を図り、市民一人ひと

りが希望する生涯学習情報を得ることのできる環境を整えます。 

  【事業名：生涯学習情報提供事業】 

 

４．生涯学習相談体制の整備 

  市民交流センター指定管理者が運営するくろまろ塾事務局と市とが協力し、生涯学習に関する相

談窓口としての機能充実を図ります。 

  【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

５．多様な活動の場の確保 

  ボランティアや地域支援活動など、市民が様々な分野にわたって多様な活動を展開できるよう、

河内長野市立市民公益活動支援センター「るーぷらざ」等と連携し、活動の場の確保に努めます。 

  【事業名：市民交流センター管理運営事業】 
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６．指定管理者制度による生涯学習事業の推進 

市民交流センターの効率的・効果的な管理運営をめざして、指定管理者制度による運営を行いま

す。 

指定管理者の公益財団法人河内長野市文化振興財団は、文化会館との一括管理による相乗効果を

発揮した施設を運営するとともに、文化振興事業で培った能力・人的ネットワークを生かした生涯

学習事業を推進します。 

【事業名：市民交流センター管理運営事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、計画していた本部講座を中止した。またそれに伴い、

累計受講者数が減少、学位取得者数に変化がないため、学位授与式も中止とした。 

□ 学びやんネットにてインターネットにおける学習情報を提供し、228 件（令和２年度末時点）の登

録情報を発信した。 

 

各事業の実績等 

１．市民交流センター管理運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

館の施設維持管理・改善を図り、様々な学習ニーズに応えることができ、利用しやすい施設づ

くりに努める。館の設備を良好な環境に保ち、館利用者等の快適な環境を維持する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 市民交流センターの管理運営 

    生涯学習の拠点として、また図書館や国際交流・男女共同参画・青少年・勤労市民福祉など 

   の多機能複合施設として、常に良好な状態で機能し利用できるよう指定管理者を通じ維持管理 

   を行った。なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため臨時休館や時短営業を行ったこと

に伴い利用人数が減少した。 

 

② 市民大学「くろまろ塾」の運営 

市民一人ひとりが「いつでも・どこでも・だれでも・なんでも・みずから」自分にあった学

びを見つけ、生涯にわたって学習を継続できるよう、河内長野市民大学くろまろ塾の事務局機

能の一部を指定管理者に委託したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため本部企画講座

を中止した。また、それに伴い、累計受講者数は減少し、学位取得者に変化がないため、学位

授与式も中止とした。 

      ①参加状況 

ア．くろまろ塾生数 1,619 名（令和２年度末現在） 
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イ．全講座数 109 講座（本部講座０講座、認定講座 109 講座） 

ウ．累計受講者数 1,154 名 

エ．学位取得者数 累計 90 名 

  くろまろ塾市民博士（600 単位到達者） 47 名 （うち本年度到達者 ０名） 

  くろまろ塾市民修士（400 単位到達者） 11 名 （うち本年度到達者 ０名） 

  くろまろ塾市民学士（200 単位到達者） 32 名 （うち本年度到達者 ０名） 

②運営状況 

ア．本部企画講座（下記 A～Fいずれも中止） 

A．大学連携講座（大阪府立大学、近畿大学、大阪千代田短期大学、桃山学院大学、 

         大阪大谷大学、高野山大学、大阪芸術大学） 

B．教養講座（文化編、歴史編） 

C．河内長野地域学講座（ボランティア講座） 

D.医療連携講座（大阪南医療センター編） 

E.特別講座（日本遺産認定記念、SDGs 世界の子どもの貧困について考える） 

F.学位授与式・特別講演会 

イ．認定講座 109 回 

公民館主催の歴史講座や里山散策講座、その他団体によるくらしのセミナーや子育て応

援講座、また市内のＮＰＯ法人が主催している講座等を認定した。 

 

２．生涯学習情報提供事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 生涯学習を始める(深める)ためのきっかけづくり。 

② 学習の成果を社会に活かすためのきっかけづくり。 

③ 生涯学習に対する正しい理解の普及。 

 

(2) 令和２年度の実績 

生涯学習を始めるためのきっかけづくり、学習の成果を社会に活かすための機会の提供、また 

生涯学習に対する正しい考え方の普及のため、市民に生涯学習情報の情報提供を幅広く行った。 

①  生涯学習情報の提供 

生涯学習情報システム「学びやんネット」として、生涯学習を始めたり深めたりする手が 

かりとなる情報（民間情報含む）を市ホームページに掲載した。 

【掲載情報数】合計 228 件（令和２年度末） 

A.イベント・相談・募集情報     10 件 

B.団体・グループ情報       157 件 

C. 講師・ボランティア情報      34 件 

D. 刊行物・冊子・ビデオ情報     27 件 

 

  ② 「河内長野市まちづくり出前講座」の実施 

市政への理解を深めるとともに、学習機会の充実及び意識啓発を図り、もって生涯学習に

よるまちづくりの推進に寄与するため、市民の求めに応じて市職員を派遣した。 

【メニュー数】25部署 46 メニュー 【申込件数】15件（うち中止 12 件） 
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今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 市内における様々な知識・技能を有する人材を発掘し活用するため、今後とも市民に対し生涯学

習情報を発信し、学びの機会を提供するとともに、市民が学びの成果を活かしていくことができる

ような仕組みづくりに継続して取り組んでいく。 

□ 学びが地域でのまちづくりに繋がるよう地域や NPO などの各種団体、学校と連携を深め、地域で

の市民の公益活動・ 社会活動・福祉活動・ボランティアなどの様々な活動への参加を促すよう努め

る。 

□ 学びやんネットによる生涯学習情報の充実、講座企画の見直しによる人的交流機会の創設や、各

学習グループや人と人との繋がりづくりの支援に努める。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 22 スポーツ施設の充実と生涯スポーツ活動の推進 担当：文化・スポーツ振興課 

スポーツは体力を向上させるだけではなく、他者への尊重や協調性、実践的な思考力や判断力等

といった、各種の学習活動面のほか、人や地域の交流など様々な効果が期待できることから、生涯

スポーツの振興に努めています。 

しかし、スポーツ施設の利用者総数は、少子高齢化、人口減少などの影響により、減少傾向にあ

ります。 

一方、施設面においては、昭和 40 年代から 50年代にかけて整備されたものが多く、老朽化への

対応が課題となっております。 

そのため、限られた財源で施設機能の維持を効率よく行うため、「スポーツ施設ストック適正化

計画」を策定し、施設の長寿命化や整備を計画的に取り組み、施設の効率的な運営と計画的な施設

整備を進め、安全に利用しやすい施設運営を行います。 

併せて、指定管理者との連携により、スポーツを通じた体力向上と健康維持を行える体験事業な

どを通じた普及活動を実施し、手軽にスポーツを行う機会の提供を行います。 

 また、シティマラソン大会について、本市が活性化するイベントとしての開催を目指します。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．スポーツ普及啓発事業の実施とスポーツ活動の普及・振興 

① スポーツ活動や体力づくりに取り組むきっかけとなるよう、プロスポーツの観戦やニュース

ポーツ(※)体験会を実施するなど、市民がスポーツに親しむことができる機会を提供し、スポ

ーツの普及と振興を図ります。 

【事業名：スポーツ普及啓発事業・スポーツ振興事業】 

 

※ ニュースポーツ：勝敗にこだわらずレクリエーションの一環として気軽に楽しむことを主眼と

した身体運動。 

 

② 広く市民が自主的に参加できるよう、南大阪駅伝競走大会等のスポーツ行事を実施し、スポ

ーツの普及啓発と競技水準の向上を図ります。 

また、地域住民が自主的にスポーツ活動を展開できる場として、学校体育施設の開放を実施

します。 

【事業名：南河内スポーツ振興事業、学校体育施設開放事業】 

  

③ 老朽化が進むスポーツ施設について、限られた財源で施設機能の維持を効率よく行うため、

「スポーツ施設ストック適正化計画」を策定し、施設の長寿命化や整備を計画的に取り組みま

す。 

 【事業名：スポーツ施設管理運営事業】 

 

④ その他のスポーツ振興事業については、市・指定管理者・河内長野市総合スポーツ振興会の

３者が連携・協力の上、それぞれの役割で実施します。 

 【事業名：スポーツ振興事業】 

 



 

92 

 

２．指定管理者によるスポーツ施設の円滑な運営 

指定管理者（河内長野ＳＳＫクリーン工房共同事業体）と連携を密にし、巡回点検や修繕業

務を迅速に対応するなど、市民がスポーツ施設を安全に使用できるよう施設運営に努めます。 

【事業名：スポーツ施設管理運営事業】 

 

３．シティマラソン大会開催に向けた検討 

 令和元年では休止したシティマラソン大会について、運営体制や実行委員会のあり方につい

て見直しを行い、市域の内外からの集客により本市が活性化するイベントとして、リニューア

ルしたマラソン大会の実施を目指します。 

【事業名：スポーツ振興事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ スポーツ普及啓発事業の実施とスポーツ活動の普及・振興 

市民が身近なところでスポーツ活動に取り組めるよう、以下の事業を実施した。 

・スポーツを通じての体力づくりやスポーツへの参加機会を提供するため、スポーツ普及啓発  

事業として、ノルディックウォーク講習会、学校におけるスポーツ普及啓発事業を実施した。 

・小学生の体力向上やスポーツに対する意識の高揚、スポーツに親しめない子どものスポーツ

参加のきっかけづくりのため、 JC 杯ドッジボール大会、ロープジャンプ大会への協力を計

画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。 

・南河内地区のスポーツ振興を図るため、南河内地区６市２町１村の共催により、第 64 回南

大阪駅伝競走大会を開催する予定だったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止

とした。 

・市民総合体育館トレーニング室を安全かつ効果的に利用してもらうため、トレーニング講習

会を実施した。 

・市民のスポーツへの参加機会の提供及びスポーツ精神の高揚を図るため、少年軟式野球など

7種目の市民スポーツ大会を開催した。 

・市民のスポーツへの参加機会の提供及びスポーツ精神の高揚を図るため、大阪府総合体育大

会への選手派遣を計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。 

・スポーツに親しめる環境づくりのため、学校体育施設の開放事業を行った。 

・市民が気軽にスポーツに親しめる環境づくりのため、総合型地域スポーツクラブの活動支援

を行った。 

□ 下里運動公園人工芝球技場の利用促進 

・休日の稼働率はほぼ 100％であるが、平日の昼間の利用率向上のため指定管理者による自主

事業でサッカー教室を継続して行った。 

□ 既存スポーツ施設の計画的な整備及び緊急対応 

・指定管理者と連携を図りながら、スポーツ施設の修繕を実施するとともに、効率的な運営を
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継続するために「オーパス・スポーツ施設情報システム」の運用を行った。 

・また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策を迅速に実施し、市民がスポーツ施設を安

全に使用できる環境の整備に努めた。 

・市民総合体育館、大師総合運動場、下里総合運動場、下里運動公園人工芝球技場について、

スポーツ施設の改修や充実のための財源を確保するため、有料化駐車場の運営を継続実施し

た。 

・新型コロナウイルス感染症対策のため、市民総合体育館にサーキュレーター８台及び 

スポットクーラー２台を設置した。 

   ・新型コロナウイルス感染症対策のため、スポーツ施設の修繕を行い、スポーツ施設の 

機能回復を図った。 

・スポーツ施設の現況及び施設等の劣化に伴う保全が必要になる時期・費用を把握し、 

安全かつ長期的にわたって施設を使用していくため、個別施設計画を策定した。 

 

各事業の実績等 

１．スポーツ普及啓発事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

スポーツの推進に係る実技指導や指導助言を行う河内長野市スポーツ推進員の協力により、

スポーツに親しむ機会やスポーツを始めるきっかけを提供するとともに、市民の主体的なスポ

ーツ活動を支援し、スポーツの普及・啓発を図り、生涯スポーツ社会の実現を目指した。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① スポーツの日事業 

体力測定会を計画したが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

 

② ノルディックウォーク普及啓発事業 

スポーツ推進委員を講師として派遣し、ノルディックウォークの講習会を開催した。 

【実施回数】１回   【参加者数】合計６人 

 

③ 健康の日記念事業 

    市民を対象としたノルディックウォーク講習会を計画したが、新型コロナウイルス感染症 

拡大防止のため中止とした。 

 

④ ＪＣ杯小学生ドッジボール大会 

    新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。 

 

⑤ 小学生ロープジャンプ大会 

    新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となった。 

 

⑥ 学校におけるスポーツ普及啓発活動事業 

学校のクラブ活動、授業、特別活動等の教育活動の中で、子どもたちが新しいスポーツに

親しむことで運動することの楽しさや大切さを学ぶとともに、スポーツの普及と活動者の自
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己実現を図ることを目的に、各連盟から学校に指導者を派遣した。 

【実施校】３校   【実施種目数】４種目（ヒップホップ、卓球、バドミントン、バレー） 

【実施回数】13 回  【参加者数】のべ 274 人 

２．スポーツ振興事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

広く市民等が自主的に参加できるようなスポーツ行事等を実施するとともに、地域における

スポーツ振興を図るため、市内スポーツ団体への活動支援を行った。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 市民スポーツ大会の開催 

    少年軟式野球、ソフトボール、サッカー、バレーボール、軟式野球、 

    スポンジテニス、軽スポーツ 

    （新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、計 7種目のみ開催） 

 

② 大阪府総合体育大会派遣事業 

  新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

 

 

 

３．河内長野シティマラソン事業【継続事業】 

   本年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止とした。 

   一方で、次年度の大会に向けて新たな大会コースを設定し、実施方法の見直しを図った。 

 

４．南河内スポーツ振興事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

南河内地区のスポーツ振興を図るため、南河内地区６市２町１村の共催により、第 64 回 

南大阪駅伝競走大会を開催する予定だったが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

とした。 

 

 

５．学校体育施設開放事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

地域住民が自主的、自発的にスポーツをできるとともに、地域のコミュニケーションづくり

を促進するよう、学校体育施設（市立小・中学校の運動場及び体育館）の一部を学校運営に支

障のない範囲で開放した。なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一時休館、休場し

た。 

(2) 令和２年度の実績 

① 運動場 

【開放実施校】20校   【開放実施回数】2,240 回（１回あたり概ね３時間） 

【利用者数】のべ 114,181 人 

【利用できる運動種目】サッカー、ソフトボール、キックベースボール、少年軟式野球、 
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運動会、軽スポーツ等 

② 体育館 

【開放実施校】20校   【開放実施回数】2,554 回（１回あたり概ね３時間） 

【利用者数】のべ 44,189 人 

     【利用できる運動種目】バドミントン、バレーボール、ミニバスケットボール、 

武道（柔道を除く）、卓球、健康体操、ヨガ、バトントワリング等 

６．スポーツ施設管理運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

市民が身近にスポーツに親しむことができるよう、スポーツ施設の管理運営に指定管理者制

度を導入し、施設利用者の利便性の向上を行った。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 施設利用状況 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、一時臨時休館・休場を行ったことから、施設

の利用人数が減少した。                        単位：人 

施設名 利用者数 
 

施設名 利用者数 

総合 

体育

館 

競技場 37,400 
 

赤峰 

市民広場 

赤峰広場昼間 
54,453 

第二競技場 15,314 
 

赤峰広場夜間 

会議室 3,474 
 

野外ステージ 45 

卓球室 11,118 
 

野外ステージ控

室 
2,347 

トレーニング室 15,457 
 

会議室 80 

テニ

ス 

コー

ト 

寺ヶ池庭球場 25,755 
 

研修室 948 

大師庭球場 11,742 
 

キャンプ場 78 

荘園庭球場 7,792 
 

下里運動 

公園 

人工芝球技場 70,373 

グラ

ウ 

ンド 

寺ヶ池野球場 13,721 
 

コミュニティ室 837 

大師運動場 44,940 
 

武道館 武道館 19,635 

下里運動場 AB 
28,663  

プール 寺ヶ池プール 0 

下里運動場 CB 
 

合計 313,730 

天野少年球技場 4,011 
 

 

   

② オーパス・スポーツ施設情報システム利用状況（メディア別） 

オーパス・スポーツ施設情報システムを引き続き運用し、スポーツ施設の運営を円滑にす

るとともに、利用手続きの簡素化・迅速化により、サービスの向上を図った。 

メディア別 音 声 街頭端末 インターネット 携帯ウェブ 業 務 端 末 合 計 

利用件数 969 0 43,124  540 8,111 52,744 

構成比（％） 1.84 0 81.76 1.02 15.38 100.0 

 

③ 市民スポーツ教室開催事業 
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  市民総合体育館トレーニング室の安全かつ効果的な利用を図るため、指定管理者（河内長

野ＳＳＫクリーン工房共同事業体）が講習会を開催した。 

トレーニング講習会（実施回数 24回、受講者数 184 人） 

 

④ スポーツ施設駐車場の有料化 

  市民総合体育館、大師総合運動場、下里総合運動場、下里運動公園人工芝球技場について、

スポーツ施設の改修や充実のための財源を確保するため、有料化駐車場の運営を継続実施し

た。 

 

⑤ 新型コロナウイルス感染症対策に係る備品購入 

新型コロナウイルス感染症対策のため、市民総合体育館にサーキュレーター８台及び 

スポットクーラー２台を設置した。 

 

   ⑥ スポーツ施設の修繕 

    スポーツ施設の修繕を行うことで、スポーツ施設の機能回復を図った。 

業  務  名 金額（円） 受託者名 契約期間 修 繕 内 容 

市民総合体育館 

自動扉開閉装置 

修繕業務 

990,000 
ナブコドア

㈱ 

R2.6.17 

～ 

R2.7.31 

市民総合体育館自動扉

開閉装置の修繕を行っ

た。 

荘園テニスコー

ト外壁修繕業務 

2,434,30

0 
幸栄建設㈱ 

R2.7.3 

～ 

R2.10.31 

雨天時の泥水等侵入対

策のため、劣化してい

た外壁の修繕を行っ

た。 

寺ケ池公園プー

ル水道メーター

修繕業務 

210,540 
愛知時計電

機㈱ R2.9.12 

～ 

R2.10.31 

寺ケ池公園プールの水

道メーターの取り換え

修繕を行った。 
27,500 

河内長野管

工事業協同

組合 

市民総合体育館 

更衣室換気扇修

繕業務 

193,380 
アイシン空

調㈱ 

R2.8.27 

～ 

R2.10.31 

新型コロナウイルス感

染症対策のため、1 階

更衣室の換気扇修繕を

行った。 

市民総合体育館 

1 階ホール空調 

機器修繕業務 

708,400 
アイシン空

調㈱ 

R2.9.30 

～ 

R2.11.30 

新型コロナウイルス感

染症対策のため、1 階

ホールの空調機器の修

繕を行った。 

市民総合体育館 

事務室網戸修繕 

業務 

49,500 部谷工務店 

R2.10.1 

～ 

R2.10.31 

新型コロナウイルス感

染症対策のため、市民

総合体育館事務室網戸

の修繕を行った。 
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市民総合体育館 

下足室網戸修繕 

業務 

49,960 部谷工務店 

R2.10.1 

～ 

R2.10.31 

新型コロナウイルス感

染症対策のため、市民

総合体育館下足室網戸

の修繕を行った。 

寺ケ池公園プー

ル換気扇修繕業

務 

506,330 
アイシン空

調㈱ 

R2.9.30 

～ 

R2.11.30 

新型コロナウイルス感

染症対策のため、寺ケ

池公園プール更衣室の

換気扇修繕を行った。 

 

⑦ スポーツ施設個別施設計画策定業務 

    スポーツ施設の現況及び施設等の劣化に伴う保全が必要になる時期・費用を把握し、 

安全かつ長期的にわたって施設を使用していくため、個別施設計画を策定した。 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 総合型地域スポーツクラブと連携しクラブ活動の充実を行うとともに、市民が気軽にスポーツ

に参加できる環境づくりを進め、地域スポーツの振興を図ることが引き続き今後の課題である。 

□ 市民の競技スポーツ志向の低下に伴うスポーツ人口の減少が見られるため、スポーツをして身

体を動かすことの楽しさを広められるよう、市総合スポーツ振興会と協議や連携を行い、引き続

き市民が気軽に参加できるスポーツ事業の充実を図る。 

□ 「オーパス・スポーツ施設情報システム」を引き続き運営し、市民がいつでもどこからでも簡

単にスポーツ施設の利用手続きを行うことができる効率的な環境を継続する。 

□ 市内各スポーツ施設の老朽化に対応するため、令和２年度に策定したスポーツ施設個別施設計

画に基づき順次整備を進める必要がある。平成 28 年６月にオープンした下里運動公園について

は、引き続き、円滑な管理運営などの環境整備に取り組む。 

 また、指定管理者職員の研修などの実施により、来場者受付などの施設管理面における市民サ

ービスの更なる充実を図る。あわせて、担当課職員においても研修などの参加により、施設管理

運営知識・技術の向上を図る。 

□ シティマラソン大会については、新たなコースでの開催に加え、コロナ禍も想定しながら実施

していく必要があることから、全ての運営手順や手続きを見直し、実施関係団体との協議や調整

を重ね、内容を精査しながら進めていく。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 23 社会教育の推進               担当：文化・スポーツ振興課 

人口減少、核家族化などによる地域活動の担い手の減少や地域のつながりが希薄化するなど、今日、

個人や地域が抱える課題が多様化・複雑化しています。このことから地域の様々な課題解決に向けて、

一人ひとりが能動的に行動し協働による地域づくりが可能となる学習が求められてきています。 

そのため、特に、地域コミュニティ、安全・安心などの分野を重点課題とし、現代的課題に対応し

た学習機会を積極的に提供します。また、社会教育を推進する公民館は地域活動の中核施設として、

地域の課題を的確に把握し、関係団体や市民と連携協力しながら、地域活動の担い手への支援及びそ

の成果の活用の機会を継続して提供します。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．社会教育の推進 

  人権、地域コミュニティ、家庭教育・子育て支援、高齢者の生きがいづくり支援、安全・安心、

伝統文化・郷土歴史を現代的課題の重点課題とし、市民が公民館等で学習できる機会を充実すると

共に、学んだ成果を活用する場としての公民館を推進します。 

また、公民館において子どもが様々な体験をできる講座や教室を開催し、子どもから大人までが

集える地域の拠点づくりを進めます。 

なお、各公民館の老朽化が進んでいることから、大規模改修が必要となってきていますが、その

検討については、「公共施設再配置計画」や「学校教育のあり方の方針」の動向を見据えながら進

めることとします。 

さらに、より効率的な公民館の運営を図るため、運営体制の再構築を検討します。 

  【事業名：公民館管理運営事業】 

 

２．社会教育委員会議及び公民館運営審議会の開催 

  地域住民の学習ニーズを適切に把握し、それを社会教育事業に展開していくため、また、地域住

民の組織的な教育活動と実施主体との連携・協働を図るため、教育委員会の諮問に応じるなど、社

会教育委員会議及び公民館運営審議会を開催します。 

 【事業名：社会教育委員会議事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ 地域にある社会教育施設である公民館が、単独で事業を企画・実施するだけではなく、地域の諸

団体や小中学校と連携し、地域課題に関する講座等を開催した。 

□ 公民館施設の貸出により、市民によるクラブや団体の自主的学習活動の場を提供し、活動の支援

を行った。 

□ 本市における社会教育の振興方策等について、広く市民の意見を反映するため、社会教育委員会
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議及び公民館運営審議会を開催した。 

□ 学校と公民館の複合化を進めるための先行的モデルとして、加賀田公民館と加賀田小学校の複合

化に向けて、市議会や加賀田公民館地区運営委員会、同小学校ＰＴＡ等の賛同を得た。 

各事業の実績等 

１．公民館主催事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

急激な社会の変化やその時々の課題を、市民自らが認識をもって解決することができるよう、

社会教育の視点から市民への学習及び啓発の機会を提供し、地域の教育力の向上を図るために、

公民館等において主催事業の企画実施等を行う。 

 

(2) 令和２年度の実績 

公民館が、地域での学習拠点となるように、各地域の課題について考える講座を実施するとと

もに、地域住民を講師にむかえた講座や小学校への「出前講座」を実施した。なお、新型コロナ

ウイルス感染症拡大防止のため臨時休館を行い、その影響から主催事業を中止したため講座、参

加者とも減少した。 

 

 公民館主催事業状況 上段：講座数（単位：講座数）、下段：参加者数（単位：人） 

館  名 川上 加賀田 高向 千代田 三日市 天見 天野 南花台 合計 

①人権事業 
0 
0 

1 
16 

0 
0 

2 
13 

2 
138 

0 
0 

1 
14 

0 
0 

6 
181 

②地域コミュニテ 
 ィ事業 

2 
11 

1 
6 

1 
6 

0 
0 

5 
70 

2 
22 

5 
97 

2 
24 

18 
236 

③-1 親学習・ 
  家庭教育事業 

0 
0 

1 
12 

0 
0 

3 
143 

2 
16 

1 
7 

4 
35 

1 
25 

12 
238 

③-2子ども対象事業 
  （通年分） 

0 
0 

2 
257 

1 
47 

2 
38 

1 
39 

0 
0 

3 
226 

0 
0 

9 
607 

③-3子ども対象事業 
 (長期休み・休日） 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

0 
0 

④高齢者の生きがい 
 づくり支援事業 

5 
65 

3 
39 

0 
0 

1 
8 

2 
71 

3 
19 

2 
14 

2 
33 

18 
249 

⑤安全・安心事業 
0 
0 

1 
8 

0 
0 

0 
0 

1 
15 

0 
0 

0 
0 

1 
10 

3 
33 

⑥伝統文化・ 
 郷土歴史事業 

0 
0 

5 
97 

2 
34 

0 
0 

1 
5 

0 
0 

5 
61 

2 
44 

15 
241 

合計 
7 
76 

14 
435 

4 
87 

8 
202 

14 
354 

6 
48 

20 
447 

8 
136 

81 
1785 

  

２．社会教育委員会議事業【継続事業】 
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(1) 事業の目的 

本市の社会教育施策に関して、市民の意見等を反映するため社会教育委員会議及び公民館運営

審議会を開催する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

本市における社会教育の振興方策等について、広く市民の意見を反映するため、社会教育委員

会議及び公民館運営審議会を開催した。 

 

＜社会教育委員会議及び公民館運営審議会委員活動状況＞ 

活動日 議案等 備考 

１０月  ５日（月） 

・公民館の活性化について 

・公民館と小学校の複合化について 

・その他 

会議 

３月 ３０日（火） 

① 地域における学びの拠点施設としての公民館につい

て 

・加賀田小学校と加賀田公民館の複合化に向けた調査

業務ついて 

・「学びの拠点」となるための検討事項について 

② その他報告 

会議 

  

３．公民館施設管理運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

市民の生涯学習活動支援のための貸館業務及び主催事業の企画運営を行った。また、地域住民

へ図書を貸し出すため、図書室の運営を行った。なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め臨時休館を行い、その影響から施設の利用人数が減少した。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 公民館利用状況（団体区分別） 

館  名 川上 加賀田 高向 千代田 三日市 天見 天野 南花台 合計 
前年度合

計 

公民館主催 

クラブ 
2,669 4,131 3,874 10,813 8,190 1,076 2,108 3,458 36,319 64,137 

公民館 

登録団体 
1,208 0 0 2,312 983 0 236 909 5,648 12,321 

一般団体 1,099 1,209 699 3,194 2,109 856 969 513 10,648 20,673 

青少年団体 0 0 0 14 0 0 0 0 14 53 

高齢者団体 0 0 0 0 88 0 0 0 88 105 

女性団体 0 0 0 0 0 0 0 105 105 130 

市関係 258 729 366 646 346 127 506 136 3,114 14,199 

その他団体 0 58 0 0 0 0 0 18 76 361 
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個人 3,061 4,569 2,037 8,082 6,738 1,271 1,273 10,740 37,771 59,211 

合 計 8,295 10,696 6,976 25,061 18,454 3,330 5,092 15,879 93,783 171,190 

  

② 公民館男女別利用人数 

館 名 川上 加賀田 高向 千代田 三日市 天見 天野 南花台 合計 
前年度合

計 

男 性 3,620 4,133 1,592 5,669 5,140 1,048 1,417 5,967 28,586 52,320 

女 性 4,675 6,563 5,384 19,392 13,314 2,282 3,675 9,912 65,197 118,870 

合 計 8,295 10,696 6,976 25,061 18,454 3,330 5,092 15,879 93,783 171,190 

 

③ 公民館図書室利用状況 

館     名 川上 加賀田 高向 千代田 三日市 天見 天野 南花台 合計 
前年度 

合計 

入 室 者 数
( 人 ) 

3,046 4,569 2,037 8,082 6,738 1,271 1,273 10,740 37,756 59,050 

新規登録者数 
( 人 ) 

12 16 4 38 34 8 4 43 159 251 

貸 出 人 数
（ 人 ） 

2,179 3,372 1,718 6,576 5,481 1,171 853 9,041 30,391 37,358 

貸 出 冊 数
（ 冊 ） 

7,561 8,534 4,363 15,364 13,836 4,233 1,997 25,035 80,923 96,943 

返 却 冊 数
（ 冊 ） 

6,889 9,038 4,728 11,741 10,167 4,031 1,880 23,763 72,237 93,664 

  

④ 公民館と学校との複合化 

加賀田公民館と加賀田小学校の複合化について、教育委員会議や社会教育委員会議、市議

会への説明を経て、以下のとおり地域団体等への説明を行い賛同を得た。 

・加賀田公民館地区運営委員への説明、意見聴取 10/10、11/7、1/9 

・加賀田小学校運営協議会への説明、意見聴取 10/23 

・加賀田小学校ＰＴＡ運営委員会への説明、意見聴取 11/28 

 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 地域の諸団体と連携する地域課題に関する講座等の開催に関しては、課題の抽出や調整等が難し

い場合があったが、今後も市民ニーズや地域のニーズを的確に把握し、地域の課題解決のための事

業を積極的に実施する。 

□ 公民館施設をより効果的・効率的に運営するためには、事業への参加や施設の利用にあたって、

今まで以上に公民館の取り組みや活動に関心をもってもらう工夫が必要である。 

□ 公民館の利用が活発になるよう、ホームページや公民館だよりなどをとおして、公民館の利用方

法や活動内容などの広報をさらに積極的に行う。 

□ 加賀田公民館と加賀田小学校の複合化については、公民館利用者や地域住民の機運醸成を図り、

その意向を施設整備に反映させるための取り組みを行う。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 24 子どもたちや市民の読書活動の推進 担当：図書館、教育指導課 

読書は、豊かな人間性を育む上で非常に有効であり、継続的な読書活動の推進や、その楽しさを

子どもたちに伝えるための持続的な取り組みが求められています。また、市民の読書活動を推進す

る上で不可欠な市民ボランティアが高齢化し、減少傾向にあることから、後継者の養成が課題とな

っています。 

そのため、図書館では「河内長野市第３次子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもたちをと

りまく関係機関や地域との連携を図り、読書環境の醸成に取り組むとともに令和３年度からスター

トする第４次子ども読書活動推進計画を策定します。また、市民の誰もが読書に親しめるよう、図

書館資料の利用を促進する講座の開催や、ＬＬブックなどのやさしく読める資料の充実を図るとと

もに、福祉施設での資料やサービスの紹介を進めます。これらの読書活動の推進に欠かせないボラ

ンティアの育成・活動支援にも取り組み、市民の読書活動を推進します。 

また、学校教育においては、昨今、様々な情報メディアの発達・普及や子どもの生活環境の変化、

さらには幼児期からの読書習慣の少なさなどによる、子どもの読書離れ、活字離れが問題となって

います。しかし、読書体験は、子どもの言葉や感性を育み、表現力や想像力を豊かにし、人間関係

を築いていく上で大切なコミュニケーション能力を高めるために必要であり、幼い時期から本に親

しむことで、様々なことを学ぶことができ、心豊かに成長していきます。また、すべての教科等の

学習の基礎となる国語力（言語活用能力）の育成のために、学校図書館を有効に活用していく必要

があります。 

 そのため、「河内長野市第３次子ども読書活動推進計画」に基づき、小中学校での、読書週間や読

書活動の推進を図るとともに、全校に配置された言語力向上司書職員を中心に、市立図書館や地域

のボランティア等と連携しながら、読み聞かせ、本の選書等の児童生徒のサポートや環境整備、国

語力向上に取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】図書館 

１．子ども読書活動推進計画の推進 

「第３次子ども読書活動推進計画」に基づき、学校、幼稚園、保健センター、「あいっく」や放

課後児童会など、子どもの読書環境に関わる各機関やボランティアと連携しながら、子どもたち

に読書の楽しみを伝える環境づくりをより一層推進します。また、令和３年度からスタートする

「第４次子ども読書活動推進計画」を令和２年度中に策定します。 

【事業名：読書振興事業】 

 

２．市民の読書活動を支援する取り組みの推進 

知的障がいのある市民も読書を楽しめる写真・絵・図などが豊富なやさしく読める本を充実さ

せるとともに、障がい福祉サービス事業に取り組む事業所にて資料の紹介や対面朗読の実施など

を行い、読書格差の解消に努めます。また、読書バリアフリー法が施行されたことから、読書環

境整備のための計画策定に向けた情報収集・検討に取り組みます。 

【事業名：図書館内サービス事業】 

 

３．地域や市民との連携による読書活動の推進 

新図書館入館者の１，０００万人達成の記念事業を企画・実施します。また、図書館と協働し
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て地域や学校での読書活動の推進を担う人材を育成するためにボランティア講座を開催し、ボラ

ンティア団体への活動支援を行います。 

【事業名：図書館ボランティア活動推進事業】 

 

４．図書館資料の活用促進 

生活に役立つ図書館講座、古文書や郷土の歴史に触れる講座や出前貸出を実施します。 

また、日本遺産に関する図書や郷土資料の展示を行い、市民の郷土への関心を高めるとともに、

所蔵する郷土資料をホームページで紹介するなど、資料公開について検討を進め、より一層の図

書館資料の活用を図ります。 

【事業名：図書館内サービス事業】 

 

【令和２年度の主な取組み】教育指導課 

１．読書週間や読書活動の推進 

「河内長野市第３次子ども読書活動推進計画」に基づいて、各小中学校において、読書週間の

設定や読書ノートを活用した子どもの読書活動の推進を図ります。 

  【事業名：国語力向上事業】 

 

２．言語力向上司書職員による学校図書館の環境整備と国語力向上の取組み 

 言語力向上司書職員を全校に配置し、司書教諭やボランティア、市立図書館等と連携し、児童

生徒の読書活動を支援する環境整備に努めます。 

  また、言語力向上司書職員を中心とした読み聞かせや本の選定サポートなどに取り組み、児童

生徒の読書活動の充実を図ります。 

  さらに、言語力向上司書職員と教員との連携により、図書館資料を活用した調べ学習や表現力・

読解力を育成する学習活動を展開し、国語力の向上に取り組みます。 

【事業名：国語力向上事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

【担当：図書館】 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

【担当：教育指導課】 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取組み及び成果 

【担当：図書館】 

□ 「河内長野市第３次子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書環境に関わる市内の各

機関・団体・ボランティアとの連携し、おはなし会等の様々な読書推進事業を行った。また、第

３次計画が５年の計画期間を満了するにあたり、計画の改定作業を行い、令和３年３月に第４次

計画を策定した。 

□ 図書館内に英語多読本のコーナーを整備し、国際交流協会との共催で「英語のおはなし会」を
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開催するなど、英語学習のための資料の充実や英語に親しむ機会の提供に取り組んだ。また、新

型コロナウイルス感染拡大防止による臨時休館時にも、放課後児童会２８ヶ所へ２，３５０冊の

緊急パック貸出しを行うなど、配送による積極的な貸出しも行い、子ども達の読書活動の推進に

努めた。 

□ 読み聞かせなどに関わる技術・知識を高める講座を実施し、さらなるスキルアップに向けたサ

ポートを行った。この他、認知症にやさしい図書館に向けて、認知症介護者家族の会主催による

認知症カフェ「カフェふくろう」の開催を支援し、多様な市民の読書環境の充実を図り、音訳、

対面朗読やさわる絵本を制作するボランティアとも一層の協働を進めた。 

□ 市史編集の際に使用した多様な古文書を活用しての古文書講座を開催した。歴史講座は、新型

コロナウイルス感染拡大防止のため実施ができなかったことから、市の公式 YouTube チャンネル

において YouTube 歴史講座「鬼住村と鬼伝説」の配信を行った。また、身近な生活課題解決のた

め、生活に役立つ図書館講座として、英語多読入門講座を２回実施し、英語多読体験会を開催す

ることで参加者の交流や関連図書の展示を行うなど英語多読資料の活用を図ったほか、創業に関

する講座（日本政策金融公庫との共催）を実施し、ビジネス支援の取組みを行った。関連図書の

展示や講座会場での出前貸出にも取組み、図書館資料を活用した生涯学習環境の整備に努めた。 

 

【担当：教育指導課】 

□ 「河内長野市第３次子ども読書活動推進計画」に基づき、各小中学校において、読書週間の設

定や朝の読書の実施、読書ノートを活用し、子どもの読書活動の推進を図った。その結果、コロ

ナ禍においても本市の小学生の読書量が令和元年度より増加した。 

□ 言語力向上司書職員を全校に配置し、季節やイベントに合わせた図書の展示を実施したり、夏

選書や先生のおすすめ本紹介、卒業選書を作成したりして、子どもたちが様々な本に興味・関心

を持つよう環境整備を行った。さらに、教員やボランティアと協力して、学校図書室の利用時間

拡大を図るなど、児童生徒の読書活動を支援する環境整備に努めた。また、市立図書館等と連携

し、児童生徒が調べ学習等で必要としている本を集団貸出で借りてきたり、情報交換によって国

語の学習内容や児童生徒のニーズを共有したりするなどして、教科や総合的な学習の時間等にお

いて、探求的な調べ学習を工夫しながら積極的に実施するとともにその発表を通じて、児童生徒

の国語力の向上につなげることができた。 

 

各事業の実績等 

【担当：図書館】 

１．読書振興事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 講座や講演を通して市民に読書の楽しさを知ってもらう。 

② 図書館になじみのない人にも足を運んでもらう機会をつくる。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 読書週間「おはなしウォッチング」（参加人数：２９人） 

「おはなしのへや」を開放して子どもや大人も一緒に楽しめるよう、大型絵本の読み聞か

せや手遊びなどを実施した。 

② 夏休み子ども科学教室「顕微鏡をのぞいてみよう」（参加人数：１０人） 
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小学生を対象に、科学への興味と読書意欲の増進を図るため、夏休みに科学教室を実施し

た。 

③ 「めざせ！図書館マスター」（２回開催）（参加人数：７人）・「図書館探検ブック」の配布

（配布冊数：１００冊） 

本の探し方の基礎を身につけ、図書館で調べ物をする時のコツや楽しさを学ぶイベントを

開催した。 

④ おはなし会の開催（全８５回中４８回実施、３７回中止）（参加人数：２５２人） 

ボランティアとの協働でおはなし会を開催し、おはなしや読み聞かせ、わらべうた等を楽

しんだ。 

⑤ 英語のおはなし会（全４回中３回実施、１回中止）（参加人数：延べ４６人） 

４歳以上の子どもと保護者を対象に、英語で絵本の読み聞かせや手遊びなどを実施した。 

⑥ 夏休み高校生ボランティア（３日間）（参加人数：延べ５人） 

  夏休み期間を利用し、高校生にボランティア活動（本の配架や整理と、傷んだ本の修理、

ＰＯＰ制作）の場を提供した。 

⑦ 「えほんのひろば」 

三日市幼稚園に出張して、絵本の魅力を伝えた。 

⑧ 「赤ちゃんタイム」・「こくじらひろば」 

幼児への読書推進事業として、親と子のふれあいや図書館デビューとなる「赤ちゃんタイ

ム」、親子で気兼ねなく乳幼児向け絵本を広げて楽しむことができる「こくじらひろば」を実

施した。 

⑨ 「パスファインダー（情報の調べ方ガイド）」の作成及び改定と配布 

小学生向け、中学・高校生向けを作成及び改定し、子どもたちが自分で情報を探す手がか

りを提供した。 

 

２．図書館内サービス事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 利用者の満足度を高めること。 

② 図書館の利用を促進すること。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 対面朗読の実施 

視覚障がい者等に希望の資料を朗読する対面朗読サービスを実施し、延べ１回の利用があ

った。 

② さわる絵本・布の絵本の制作 

視覚等に障がいのある方でも楽しめるさわる絵本を２タイトル、布の絵本を４タイトルの

計６タイトルをボランティアの協力により制作した。また、さわる絵本を自由にさわって楽

しむことができるイベント「さわる絵本・布の絵本大公開」も２回開催した（参加者数：５

１人）。その中で、パソコンで絵と音声を楽しむ本「マルチメディアデイジー」も紹介した。 

  ③ 高齢者サービス 

    認知症カフェ（カフェふくろう）の開催支援、福祉施設への配送によるパック貸出しを行 

 い多様な市民の図書館利用環境の向上に取り組んだ。 
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④ 録音図書の製作及び障がい者への郵送貸出し 

  録音図書の製作（２５タイトル）を行った。また、活字による読書が困難で、かつ来館す 

るのが困難な利用者に対して、録音図書の郵送貸出し（１，０１４点）を行った。 

３．図書館ボランティア活動推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① ボランティアのスキルアップ。 

② ボランティア団体の活動支援を行う。 

 

(2) 令和２年度の実績 

 ① 入館者１，０００万人記念事業 

    令和３年３月２８日、平成１４年７月６日に新図書館が開館してから累計１，０００万人

目の入館者を迎え、市長、教育長並びにネーミングライツパートナーであるＴＯＮＥ株式会

社の代表取締役社長から記念品と花束を贈呈した。また、市内在住の絵本作家（塩田守男氏、

きたあいり氏）がデザインした記念しおりを１２，０００部作成し配布した。 

② 「すぐに役立つ！読み聞かせボランティア講座」（全５回、ボランティアとの協働事業） 

（参加人数：延べ３２人） 

③ フォローアップ講座「生きるための絵本」（全１回）（参加人数：２９人） 

児童書に関する知識、選び方、読み聞かせの技術・知識などを学んだ。 

④ スキルアップ講座「子どもの本について～アメリカの絵本を読む～」（全３回）（参加人数：

延べ６５人） 

 

４．図書館内サービス事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 利用者の満足度を高めること。 

② 図書館の利用を促進すること。 

 

(2) 令和２度の実績 

① 図書館内での展示 

多様なテーマの展示を延べ６７回実施した。 

② 出前貸出の実施 

毎回５０～１５０冊程度図書館資料から用意し、図書館外での講座会場にて来場者に貸出

を行う出前貸出については、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、実施を見送った。 

③ 「古文書講座」（全６回中２回実施、４回中止）（参加人数：延べ７２人） 

④ 「YouTube 歴史講座」（全３回中１回実施、２回次年度）（年度内視聴者数：１２０人） 

⑤ 「生活に役立つ図書館講座」等（計４回）（参加人数：延べ４６人） 

 

【担当：教育指導課】 

１．学校教育推進事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

創意と活力に満ちた特色ある学校園づくりに寄与し、子どもたちの心身ともに健やかな成長

を図る。 
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(2) 令和２年度の実績 

① 国語力向上事業 

市立小中学校の司書教諭と連携し、貸出業務のほか、読み聞かせ、調べ学習(学習資料の活

用)等の図書活動の補助をする言語力向上司書職員（9人）を市立全小中学校に配置し、児童

生徒の読書活動を推進した。 

 

今後の課題及び次年度以降の取組みについて 

【担当：図書館】 

□ 本市の将来を担っていく子どもたちの読書活動は重要であり、子どもたちをとりまく関係機関

や地域との連携を図りながら、令和３年３月に策定した「河内長野市第４次子ども読書活動推進

計画」に基づき読書格差の解消に向けて取り組む。 

□ 障害者差別解消法及び視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリ

ー法）に対応した図書館利用に障がいのある方へのサービスの充実を図る。 

□ 多様な利用者に読書に親しんでもらうには、ボランティアとの協働は欠かせないものであるこ

とから、情報の提供やスキルアップの場の提供を進めるとともに、イベントなどでの協働に継続

して取り組む。 

□ 市史編纂のため収集された資料を含む郷土歴史資料の保存活用を進める。 

 

【担当：教育指導課】 

□ 「河内長野市第４次子ども読書活動推進計画」に基づき、読書時間の増加に向けた取組みとし

て、朝の読書の実施や読書ノートの活用等、子どもの読書活動の推進を図る。 

□ 言語力向上司書職員を継続して全校に配置し、季節やイベントに合わせた図書の展示を実施し

たり、夏選書や先生のおすすめ本紹介、卒業選書を作成したりして、子どもたちが様々な本に興

味・関心を持つよう環境整備を図る。 

□ 司書教諭や教員、ボランティアと協力して、学校図書室の利用時間拡大を図るなど、児童生徒

の読書活動を支援する環境整備に努める。 
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令和２年度河内長野市教育推進プランより 

重点目標 25 図書館や公民館図書室の充実             担当：図書館 

現代社会において、地域や市民が多様な課題を解決するためには、紙媒体と電子媒体の情報のどち

らも活用することが重要とされており、公共図書館でもインターネットを活用した情報の提供や館内

での利用環境の整備が求められています。そこで、図書館ではネーミングライツの活用などにより財

源を確保し、魅力ある資料の収集を進めつつ、インターネット上の情報も利用できる環境を提供して

市民の多様な情報ニーズに応えるとともに、グローバル化の進む現代に即した英語多読資料の整備に

取り組みます。また、市内全域への図書館サービス提供を推進するため公民館図書室や自動車文庫を

活用するとともに、ホームページ上の多様な機能を広く市民に紹介することで、非来館型情報提供サ

ービスを促進し、暮らしに役立つ身近な図書館となるように取り組みます。 

 

【令和２年度の主な取組み】 

１．高度情報化に合わせた課題解決型図書館としてのサービスの構築 

ネーミングライツの活用などにより財源を確保し、地域や市民の課題解決に向けた図書館の資料

情報の提供を円滑に行うとともに、図書館ホームページから利用できる読書履歴機能・読書目標機

能などの利用促進に取り組むことで、非来館型情報提供サービスを推進します。また、グローバル

化の進む現代において欠かせない英語力向上に役立つ英語多読資料を整備し、市民が多様な情報を

入手するための環境整備を進めます。 

【事業名：図書館内サービス事業、図書館管理運営事業】 

 

２．公民館図書室・自動車文庫の資料整備など読書環境の拡充 

公民館図書室や自動車文庫でのスムーズな図書及び資料情報の提供に努め、図書館遠隔地の市民

の利便性を高めます。また、各所蔵図書の蔵書構成の見直しを行うほか、リサイクル本の活用に向

け、小・中学校、コミュニティセンターや公園緑化協会、市民公益活動支援センター（るーぷらざ）、

病院などへの文庫設置を継続します。 

【事業名：公民館ネットワーク事業、自動車文庫事業】 

 

 

令和２年度の重点目標評価 

 

 妥当性 Ｂ 効率性 Ｂ 有効性 Ｂ  

 

令和２年度の取り組み及び成果 

□ レファレンスの事例公開件数は累計１０６件、データベースはのべ４８４件の利用があった。ホ

ームページやメールマガジンを活用した情報発信を継続するとともに、様々な講座やイベントと連

携した展示、国立国会図書館のデジタル化資料の提供、所蔵郷土資料を用いた講座や展示を実施し

た。また、英語多読資料の充実も進めた（新規登録冊数４３８冊、累計１，５６９冊。年間貸出冊

数７，８５１冊）。 

□ 市内在住者や市内に通勤または通学する人を対象とした電子図書館サービスを導入し、     

読書バリアフリーに対応した読み上げ機能付きの電子書籍を中心に購入したほか、河内弁辞典『南

河内ことば辞典 やぃわれ！』や、市教育委員会が発行した河内長野の民話シリーズなどの郷土資
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料をデジタル化して公開した。図書館システムと連携し、利用者カードがあれば、すぐに利用でき

るようにした。利用傾向としては、６０代、７０代、４０代の順に貸出利用が多かった。 

□ 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、時間を短縮して開館を行った。利用者アンケート結果

及び近年の利用状況を勘案して見直しを行い、図書館条例施行規則を改正し、令和３年１月４日か

ら開館時間を変更した。また、来館することなく自宅で図書を利用できるように市内在住者を対象

に郵送貸出し（着払い）の制度化を図ったほか、紫外線殺菌灯を備えた図書消毒機２台を図書館内

（１階・２階）に設置し、新しい生活様式に対応したサービスの拡充に努めた。 

□ 調査相談コーナーに設置している古文書画像閲覧端末に新たに撮影された古文書画像を追加し、

古文書の閲覧環境を整備した。 

□ 図書館、公民館図書室、自動車文庫において、バランスのとれた蔵書構成となるよう資料の受入

と除籍を行った。除籍資料等については図書館内での提供のほか、るーぷらざ、コミュニティセンタ

ー、病院、あいっく、市内小中学校、新たに市民総合体育館にリサイクル本として提供した。 

各事業の実績等 

１-１．図書館内サービス事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 利用者の満足度を高めること。 

② 図書館の利用を促進すること。 

 

(2) 令和２年度の実績 

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため４月１日から５月１８日まで臨時休館したが、大阪

府内の感染状況に対応し、４月１日から４月１０日までキックスエントランスにおいて、予約資

料の貸出しを実施した（２，６６４人、１０，０１０冊。図書館・公民館図書室・自動車文庫で

の貸出しを含む）。 

① 電子図書館サービス 

＜電子図書館利用状況＞ 

ログイン数（件） 貸出点数（点） 予約点数（点） 閲覧点数（点） 

6,416  2,594  869  7,848  

  

＜電子図書館蔵書冊数＞           （単位：点） 

一 般 書 児 童 書 合 計 点 数 

7,965  275  8,240  

 

② 貸出 

個人貸出（自動車文庫での貸出しを含む）は６８６，２８６点（内訳は一般書４５２，５３

１点、児童書１６４，８０８点、視聴覚資料１６，９６１点、雑誌４９，３５７点、録音図書

２，６２９点）、団体貸出（自動車文庫・公民館図書室での貸出しを含む）は２３，４３９点

であった。 

③ 図書館開館日数・入館者数 

図書館は２６０日開館し、２００，７１５人の入館者があった。 

令和３年１月４日からは規則改正を行い、開館時間を変更した。 
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期 間 開 館 時 間 

令和２年５月１９日～ ６月３０日 （火～日曜日）午前９時３０分～午後５時 

     ７月 １日～１２月２８日 
（火～金曜日）午前９時３０分～午後６時３０分 

（土・日・祝）午前９時３０分～午後５時 

令和３年１月 ４日～ 
（火～金曜日）午前１０時～午後７時 

（土・日曜日）午前１０時～午後５時 

 

④ 利用者登録数（公民館図書室・自動車文庫での登録を含む） 

新 規（人） 総 数（人） 

2,061 48,983 

⑤ 資料数 ４３２，９５４点（図書資料・視聴覚資料・録音図書を含む） 

⑥ 複写サービス 図書館資料の複写サービスを行った。 

モノクロ１３，８９４枚  カラー２，１０５枚 

⑦ 予約・リクエストサービス 

予約・リクエストサービスに対応した件数は１７１，３５３件（うちＷｅｂ予約１３３，３

２３件）。 

自館での対応だけでなく府立図書館や近隣の図書館などから５，５４１冊の図書を借り受け

て資料提供に努めた。 

⑧ 調査相談（レファレンス）サービス 

利用者が資料を探すサポートを行う調査相談サービスの利用は、延べ４９４件あった。 

 

１-２．図書館管理運営事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

図書館サービス提供に必要な施設環境の維持と適切な電算システムの管理運営をすることで、快

適な資料の利用環境のより一層の充実をめざす。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 適切な施設の管理運営 

図書館施設が常に良好な状況で利用できるよう、施設管理業務や設備の保守点検管理業務な

どを行った。（図書館では、書誌情報、資料装備、自動車文庫の運行、資料集配などの外部委

託のほか、図書館施設の管理業務を指定管理者に一括して委託し、民間活力を導入している。）  

② 特別整理期間における蔵書点検と適切な図書館電算システムの更新維持管理 

図書館資料の適正管理及び迅速な提供を目的に、所蔵資料と所蔵データの照合・点検を行う

蔵書点検を３月１５日から３月２２日の間に実施した。 

③ 安全安心な読書環境づくり 

職員（会計年度任用職員を含む）を対象に、年２回の自衛消防訓練を市民交流センターや公

共職業安定所などと連携して実施するとともに、大阪８８０万人訓練の予行演習、情報セキュ

リティ研修や消防訓練動画の視聴をするなど、安全安心な読書環境づくりに努めた（計５回）

（参加人数：延べ１１３人）。また、館内での犯罪抑止のために防犯カメラを増設した（９台

新設）。 

④ 職員研修の実施 
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司書の資質ならびにサービス向上を目的に、障がい者・高齢者・児童サービスに関する研修、

英語多読に関する研修など多様なサービスに関する大阪府立図書館等で実施される外部研修

（オンライン研修を含む）に積極的に参加した（延べ２３回）（参加人数：延べ９４人）。 

⑤ 臨時休館中のレターパックライト、スマートレターや着払いによる郵送貸出し 

  市内在住者に対する予約本の郵送貸出しを１人１回２冊に限りレターパックライト及びス

マートレターで行った。また、上限を超える冊数を希望した人には着払いにて郵送貸出しした。 

 レターパックライト（３１４件、５７０冊）、スマートレター（３０件、５０冊）、ゆうパック

着払い（８件、７６冊） 

⑥ 図書館事業評価の実施 

平成３１年３月に策定の「第２期河内長野市立図書館の事業の実施等に関する基本的な運営

の方針」に基づき、図書館事業の自己点検・評価を行った。図書館協議会からは、コロナ禍に

より事業計画に基づき設定した目標の達成ができていない部分があるものの、着払いによる郵

送貸出しといった今までになかったサービスへの取組が評価された（図書館ホームページ掲

載）。 

⑦ 「図書館運営についてのアンケート」の実施と検証 

図書館をとりまく状況の変化、新たな課題などに対応した図書館運営のあり方について検討

するため、７月１８日～８月２３日の間に図書館内及びインターネット上でアンケートを実施

し、利用状況、ニーズや満足度などを調査した。結果は６３０人から回答を得ることができ、

資料の充実、開館日数、職員の対応等いずれも高い満足度が示された。 

図書館にとって重要だと思われるものとして「図書・資料の充実」、「予約・リクエストサー

ビス」、「職員の対応」と続いた。開館時間の見直しについては、７月以降の開館時間を念頭に

短縮について概ね理解を得られた。アンケートの結果を参考にしつつ、開館時間の見直しを進

め、新しい生活様式に即した非来館型サービス等の向上、ＰＲに努めた。 

 

２-１．公民館ネットワーク事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

① 市内どこででも本の予約・貸出・返却ができること。 

② 図書館システムとしてバランスのとれた蔵書をつくること。 

 

(2) 令和２年度の実績 

① 図書館と公民館図書室との相互貸借状況及び公民館図書室蔵書冊数 

市内の全域で等しく図書館サービスを利用できるよう、公民館図書室とのネットワークの充

実を図り、バランスのとれた蔵書構成になるよう資料の整備を行った。 

＜図書館と公民館との相互貸借状況＞ （単位：冊） 

  公民館 千代田 川上 天見 加賀田 三日市 南花台 高向 天野 計 

図
書
館 

公民館へ 8,480 2,259 2,087 4,479 7,172 14,934 1,618 731 41,760 

図書館へ 833 391 269 459 690 1,116 286 307 4,351 

計 9,313 2,650 2,356 4,938 7,862 16,050 1,904 1,038 46,111 

 

＜公民館図書室蔵書冊数＞  （単位：冊） 

一般書 児童書 
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   31,000  31,837  

 

② 団体貸出での集配送の実績 

市内各地域での読書機会の拡大を図るため、放課後児童会、幼稚園、保育所、認定子ども園、

小学校、中学校のほか福祉施設、地域団体等への集配送サービスを行い、貸出利用を促進した。 

   臨時休館中は放課後児童会２８箇所へ２，３５０冊の緊急のパック貸出しにも取り組み、子ど

もの読書活動の支援を図った。 

   配送件数 配送冊数 返送件数 返送冊数 合計件数 合計冊数 

小学校 94  2,584  76 2,266  170  4,850  

中学校 8  113  7  161  15  274  

放課後児童会 162  8,168 156  8,702  318  16,870  

保育所・認定 

こども園等 2  174  6  530  8  704  

（放課後児童会への夏休みおたのしみパック（定期貸出し）及び臨時休館中の緊急パック貸出し、福

祉施設へのパック貸出し及びえほんのひろばでの貸出しを除く） 

２-２．自動車文庫事業【継続事業】 

(1) 事業の目的 

図書館・公民館図書室の利用が困難な地域住民に、身近な図書館サービスを提供する。 

 

(2) 令和２年度の実績 

自動車文庫の蔵書については、利用者層を考慮し資料の整備を行うとともに、月ごとにテーマ

を替えて展示を実施した。市内の全域で等しく図書館サービスを利用できるよう、市内２３箇所

のステーションを設け、自動車文庫による巡回を行った。 

自動車文庫では、資料の貸出・返却の受付のほか、予約・リクエスト申込の受付や、巡回用ノ

ートパソコンによる蔵書検索も行い、利用者へ速やかな図書館資料情報の提供を行った。 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、５月１８日まで運休することとなったが、前年度の

３月２５日から引き続き、４月１０日まで各ステーションで予約資料の貸出しを行った。 

＜自動車文庫蔵書冊数＞  （単位：冊）  

一般書 児童書 

8,618  9,622  

  
 

今後の課題及び次年度以降の取り組みについて 

□ 新型コロナウイルスなどの感染症を想定した図書館の管理運営。 

□ 読書バリアフリー法の施行や新しい生活様式をふまえ、電子書籍や郵送貸出しなどのサービスの

充実。 

□ 老朽化した機器を撤去した音と映像コーナーの改装を検討する。 

□ 市民公益活動参加・健康維持等、高齢者の健康で文化的な生活を支える情報資料の収集・提供。 

□ ネーミングライツの活用などによる財源の確保。 

□ 英語多読資料の整備、普及の継続。 

□ リサイクル本を活用した市内公共施設等への文庫設置。 


